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 介護保険制度は、更新や新しい解釈となることが多い制度です。 

今後、変更等も予想されるので、最新の情報を入手するようにしてください。 
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Ⅰ 基準の性格等 

 

手引で使用する表記 

 

表記 正式名称 

条例 座間市指定地域密着型サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例（平成２５年３月２５日条例第４号） 

施行規則 座間市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例施行規則（平成２５年３月２９日規則第３１号） 

指定規則 座間市介護保険サービス事業者の指定等に関する規則（令和５年５月１

９日規則第５８号） 

 

【条例等の掲載場所】 

座間市ホームページ > 健康・福祉・医療 > 介護保険 > 介護事業者向け情報 > 地域密着

型サービス事業者 > 地域密着型サービス事業の条例・規則など 

 

基準の性格 

 

基準は、指定地域密着型サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基

準を定めたものであり、指定地域密着型サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努

めなければなりません。 

 

 指定地域密着型サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさ

ない場合には、指定地域密着型サービスの指定又は指定更新は受けられず、また、基準に違

反することが明らかになった場合には、市は 

①  相当の期間を定めて、基準に従った適正な事業の運営を行うよう勧告を行い、 

②  相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に

対する対応等を公表し、 

③  正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、相当の期限を定めて当

該勧告に係る措置をとるよう命令することができます。（③の命令をした場合には事業者名、

命令に至った経緯等を公示します。） 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当

の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われ

ていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させることなど）

ができます。 

 

○ ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、

市は直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができま

す。 

① 次に掲げるとき、その他事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

ア 指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払いを適正に受けな

かったとき 

イ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービ

スを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与したとき 

ウ 居宅介護支援事業者又はその従業者から、事業所の退去者を紹介することの対償として、
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金品その他の財産上の利益を収受したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

 

 指定地域密着型サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致することを前提に自

由に事業への参入を認めていること等に鑑み、基準違反に対しては、厳正に対応すべきであ

るとされています。 

 

地域密着型サービスの事業の一般原則 

 

【条例第５条】 

 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場

に立ったサービスの提供に努めなければなりません。 

 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運営するに当たって

は、地域との結び付きを重視し、市、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業

者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければなりま

せん。 

 指定地域密着型サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければなり

ません。 

 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスを提供するに当たっては、法

第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に行うよう努めなければなりません。 

 

※ 指定地域密着型サービスの提供に当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護

保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進することにより、

提供するサービスの質の向上に努めなければならないこととしたものです。 

 

この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-termcareInformation 

system For Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィードバック情報を活用するこ

とが望ましいです。 
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基本方針 

 

【条例第１６条】 

指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（訪問看護及び小規模多機能型居宅介

護の組合せにより提供されるサービスに限る。）の事業は、要介護状態になった場合におい

ても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復及び生活機能の維

持又は向上を目指し、かつ、第１１条※に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏

まえて行うものでなければなりません。 

 

※小規模多機能型居宅介護の基本方針（条例第１１条） 

指定地域密着型サービスに該当する小規模多機能型居宅介護の事業は、要介護者について、

その居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点にお

いて、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常

生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅にお

いて自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければなりません。 
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Ⅱ 事業の運営について 

 

１ 人員基準（職員配置）について 

 

（１）介護従業者 【施行規則第１８１条】 

 

① 夜間及び深夜の時間帯以外（日中の時間帯）の配置 

・ 常勤換算で通いサービスの利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上 

※ 利用者の数は前年度の平均値 

・ 常勤換算で訪問サービスの提供に当たる介護従業者を２以上 

 

○ 日中であれば通いサービスを行うために３対１以上、訪問サービスを行うために２

以上をそれぞれのサービスに固定する必要はなく、利用者となじみの関係を築き、適

切にサービス提供できるよう介護従業者全体で通い及び訪問サービスを行います。 

○ 日々の通いサービスの実際の職員配置については、その日ごとの状況に応じて判断

する必要がありますが、単に通いサービスの利用者がいないからといって職員を配置

しないということではなく、通いサービスを利用しない者に対する訪問サービスも含

め、利用者に何らかの形で関わることができるような職員配置に努めてください。 

 

② 夜間及び深夜の時間帯の配置 

・ 夜勤に当たる介護従業者を１以上 

・ 宿直勤務に当たる者を１以上 

・ ただし、宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて

利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、介

護従業者をおかないことができます。 

 

○ 宿泊サービスの利用者が１人であっても、訪問サービス対応のため、夜間及び深夜

の時間帯を通じて、夜勤１人と宿直１人の計２人が最低必要となります。 

この場合、必ずしもいずれか１名以上が看護職員である必要はありませんが、電話

等による連絡体制は確保してください。 

○ 宿直職員は、主として登録者からの連絡を受けての訪問サービスに対応するために

配置されるものであることから、連絡を受けた後、事業所から登録者宅へ訪問するの

と同程度の対応ができるなど、随時の訪問サービスに支障がない体制が整備されてい

るのであれば、必ずしも事業所内で宿直する必要はありません。 

 

【例】 

通いサービスの利用定員を１５人とし、日中の勤務帯を午前６時から午後９時までの１５

時間、常勤の職員の勤務時間を８時間とした場合、常勤換算方法で通いの利用者３人に対し

て１人の介護従業者を配置すればよいことから、通いの利用者が１５人の場合、日中の常勤

の介護従業者は５人となり、日中の１５時間の間に、８時間×５人＝延べ４０時間分のサー

ビスが提供されていることが必要です。 

それに加え、日中については、常勤換算方法で２人以上に訪問サービスの提供を行わせ、

夜間については、夜勤１人＋宿直１人に宿泊サービス及び夜間の訪問サービスに当たらせる

ために必要な介護従業者を確保することが必要です。 
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③ 看護職員の配置 

・ 介護従業者のうち１人以上は、常勤の保健師又は看護師でなければなりません。 

・ 従業者のうち常勤換算方法で２．５以上の者は、保健師、看護師又は准看護師でなけれ

ばなりません。 

・ 通いサービス及び訪問サービス提供のうちそれぞれ１人以上は、看護職員でなければな

りません。 

○ 看護職員である介護従業者は、日中の通いサービスと訪問サービスを行う各サービ

スで１人以上必要であり、常勤を要件としていませんが、日中のサービス提供時間を

通じて必要な看護サービスが提供される職員配置としてください。 

 

④ 指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設入居者生活介護、指定

地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所である

ものに限る。）又は介護医療院が併設されている場合に、それぞれの施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所の介

護職員は、当該併設施設等の職務に従事することができます。 

ポイント 

○ 介護従事者の人員基準欠如については、減算となる場合があります。 

○ 夜間及び深夜の時間帯は、それぞれの事業所ごとに、宿泊サービスの利用者の生

活サイクル等に応じて設定するものとされています。 

○ 介護従業者については、介護福祉士や訪問介護員の資格等は必ずしも必要となり

ませんが介護等に対する知識、経験を有する者であることを原則とし、これ以外の

介護従業者にあっても研修の機会を確保することなどにより質の向上を図るものと

されています。 

 

【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) (平成２４年３月１６日)】   

（問１６４） 

複合型サービスの看護職員は、日中の通いサービスと訪問サービスを行う各

サービスで１名以上必要とあるが、常勤換算方法で各サービスに１以上必要と

いうことか。また、日中のサービス提供時間帯を通じて必要な看護サービスが

提供される職員配置とすることとあるが、具体的な人員は決められているの

か。 

（答）  

日中の通いサービスと訪問サービスの各サービスで１名以上各サービスの提供に当

たる看護職員が必要であるが、常勤換算方法で１以上は不要である。なお、日中のサ

ービスにおいて必要となる看護職員の配置数は一律に示していないが、利用者の状態

に応じて適切に対応することが必要である。 
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（２）介護支援専門員 【施行規則第１８１条】 

 「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービス

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定め

る者及び研修」（以下「研修通知」という） 

 

① 登録者に係る居宅サービス計画及び看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事

する介護支援専門員を置かなければなりません。（非常勤でも差し支えありません。） 

② 利用者の処遇に支障がない場合は、次の兼務が可能です。 

・ 当該事業所の他の職務に従事する場合（管理者との兼務も可） 

・ 併設する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設入居者生活介

護、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療

所に限る。）又は介護医療院の職務に従事する場合 

③ 「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」を修了していなければなりません。

（研修を受講するには「認知症介護実践者研修（旧基礎課程を含む）」を修了しているこ

とが必要です。） 

ポイント 

介護支援専門員は、基本的には、①登録者の看護小規模多機能型居宅介護以外の居

宅サービスを含めた「居宅サービス計画」の作成、②法定代理受領の要件である看護

小規模多機能型居宅介護の利用に関する市町村への届出の代行、③看護小規模多機能

型居宅介護の具体的なサービス内容等を記載した「看護小規模多機能型居宅介護計

画」の作成の業務に従事するものです。 
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（３）管理者 【施行規則第１８２条】 

 

① 事業所ごとに、専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければなりません。 

② 管理上支障がない場合は、次の兼務が可能です。 

・ 当該事業所の他の職務に従事する場合 

・ 併設する指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定地域密着型特定施設入居者生活介

護、指定地域密着型介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施設（療養病床を有する診療

所であるものに限る。）又は介護医療院の職務に従事する場合 

・ 当該看護小規模多機能型居宅介護事業所が健康保険法による指定を受けた訪問看護ステ

ーションである場合に、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者又は従事者とし

ての職務に従事する場合 

③ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指

定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する必要があります。 

④ 「認知症対応型サービス事業管理者研修」を修了している者、又は保健師若しくは看護

師の資格が必要です。（「研修通知」参照） 

（研修を受講するには「認知症介護実践者研修（旧基礎課程を含む）」を修了している

こと及び上記③に記載の実務経験が必要です。） 

 ※ みなし措置  

次の要件すべてを満たしている者は、事業所の管理者として必要な研修を修了したものと

みなされます。 

・ 平成１８年３月３１日までに「実践者研修」又は「基礎研修」を修了している者 

・ 平成１８年３月３１日に、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人

保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の管理者の職務に従事している者 

ポイント 

【令和３年度介護報酬改定における改定事項について】 

〇 管理者の変更の届出を行う場合については、管理者交代時の都道府県における研

修の開催状況等を踏まえ、新たに管理者を配置し、かつ、市町村からの推薦を受け

て都道府県に研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了することが確実に見込ま

れる場合は当該管理者が研修を修了していない場合であっても差し支えありませ

ん。 

ポイント 

○ 介護サービスにおいては、いくつかの職種で他の職種との兼務が認められていま

すが、これはあくまでも「管理上支障がない場合」や「利用者の処遇に支障がない

場合」にのみ適用されるものです。 

  地域密着型サービス事業所においては、管理者が介護従事者等を兼務することが

多く、身体的、精神的な負担から職務が継続できなくなるケースが見受けられま

す。職員配置や職務分担に関して、法人内でも十分検討し、適切な事業所運営に努

めてください。 

○ 他の場所にある事業所や施設と掛け持ちすることはできません。 
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（４）代表者 【施行規則第１８３条】＜研修通知＞ 

 

① 次のいずれかの経験を有していること。 

・ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指

定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所等の従業者、訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験 

・ 保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験 

 

② 「認知症対応型サービス事業開設者研修」を修了している者、又は保健師若しくは看護

師。 

※ みなし措置  

次の研修修了者は、事業者の代表者として必要な研修を修了したものとみなされます。  

(１) 実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者研修（平成１

７年度実施のものに限る） 

(２) 基礎課程又は専門課程 

(３) 認知症介護指導者研修 

(４) 認知症高齢者グループホーム開設予定者研修 

ポイント 

基本的には、運営している法人の代表者であり、理事長や代表取締役が該当する

が、法人の規模によって、理事長や代表取締役をその法人の地域密着型サービス部

門の代表者として扱うのは合理的でないと判断される場合においては、地域密着型

サービスの事業部門の責任者などを代表者として差し支えありません。 
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（５）用語の定義 

（老計発第０３３１００４号・老振発第０３３１００４号・老老発第０３３１０１７号） 

 

「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間

数(３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。)で除することにより、当該事業所の従

業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいいます。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７

年法律第１１３号）第１３条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）

又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法

律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）第２３条第１項、同条第３項又は同法第

２４条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間

の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、３０時間以上の勤務で、常勤換算方法

での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱

うことが可能です。 

 

「勤務延時間数」 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間として明確に位置付けられてい

る時間の合計数をいいます。なお、従業者 1 人につき、勤務延時間に算入することができる

時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とします。 

 

「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務

すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする）

に達していることをいいます。 

ただし、母性健康管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じ

られている者については、利用者の処遇に支障のない体制が事業所として整っている場合は、

例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことができます。 

また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所

の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれ

に係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満

たします。例えば、同一の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援

事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管

理者を兼務している者は、その勤務期間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満

たすこととなります。 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）第６５条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管

理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、

同条第２号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、同法第２３条第２項の育児

休業に関する制度に準ずる措置又は同法第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規

定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度に準じて講ずる措置による休業（以下

「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、当該人員基準において求め

られる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人

員基準を満たすことが可能です。 
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「専ら従事する」 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをい

います。 

この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうも

のであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問いません。 

 

【国Ｑ＆Ａ】（平成１４年３月２８日） 

(問１) 常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また休暇を取った場合

に、その出張や休暇に係る時間は勤務時間としてカウントするのか。 

 

(回答) 常勤換算方法とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数

を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、

常勤の従業者の員数に換算する方法」（居宅サービス運営基準第２条第８号

等）であり、また、「勤務延時間数」とは、「勤務表上、当該事業に係るサー

ビスの提供に従事する時間（又は当該事業に係るサービスの提供のための準備

等を行う時間（待機の時間を含む））として明確に位置づけられている時間の

合計数」である（居宅サービス運営基準解釈通知第２－２－（２）等）。 

以上から、非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」）の時間は、サービ

ス提供に従事する時間とはいえないので、常勤換算する場合の勤務延時間数に

は含めない。 

なお、常勤の従業者(事業所において居宅サービス運営基準解釈通知第２－２－

(３）における勤務体制を定められている者をいう。）の休暇等の期間について

はその期間が暦月で 1 月を超えるものでない限り、常勤の従業者として勤務し

たものとして取り扱うものとする。 

 

【国Ｑ＆Ａ】（平成２７年４月１日 Ｖoｌ．１） 

(問１)   各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている場合、育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成３

年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。)の所定労働時間の短縮

措置の対象者について常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間としている

ときは、当該対象者については３０時間勤務することで「常勤」として取り扱

って良いか。 

(回答) そのような取扱いで差し支えない。 

(問２)  育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合、常勤換算

方法による人員要件についてはどのように計算すれば良いか。 

(回答) 常勤換算方法については、従前どおり「当該事業所の従業者の勤務延時間数を

   当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数(３２時間を下回る場合は

   ３２時間を基本とする。)で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常

   勤の従業者の員数に換算する方法」であり、その計算に当たっては、育児・介護

   休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者の有無は問題にはならない。 
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令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．１ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９４１（令

和３年３月１９日】 

（問１）人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産

前産後休業や育児・介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非

常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを認めるとあるが、

「同等の資質を有する」かについてどのように判断するのか。 

（答） 

・ 介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、

職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。 

＜常勤の計算＞ 

・ 育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法に

よる介護の短時間勤務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置とし

ての勤務時間の短縮等を利用する場合についても、３０時間以上の勤務で、常勤

扱いとする。 

＜常勤換算の計算＞ 

・ 職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての

勤務時間の短縮等を利用する場合、週３０時間以上の勤務で、常勤換算上も１と

扱う。 

※ 平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）問２は削除

する。 

＜同等の資質を有する者の特例＞ 

・ 「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児休

業に準ずる休業、母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等の資質

を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすことを

認める。 

・ なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満た

していた、勤続年数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件として

定められた資質を満たすことである。 
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２ 設備について 

 

（１）登録定員及び利用定員 【施行規則第１８４条】 

 

① 登録定員 ２９人以下（サテライト事業所にあっては、１８人以下） 

※要介護度による制限は認められない。 

 

② 通いサービス 

登録定員 利用定員 

２５人以下 登録定員の２分の１から１５人まで 

２６人又は２７人 登録定員の２分の１から１６人まで 

２８人 登録定員の２分の１から１７人まで 

２９人 登録定員の２分の１から１８人 

 

③ 宿泊サービス 通いサービスの利用定員の３分の１から９人まで 

 

ポイント 

○ 利用者と従業者のなじみの関係を築きながらサービスを提供する観点から、利用

者は１か所の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に限って利用者登録を行うこ

とができます。 

○ 利用定員については、１日当たり同時にサービスの提供を受ける者の上限を指す

ものです。なお、特に必要と認められる場合は、当該利用定員を超えるサービス提

供も差し支えないこととされているので、利用者の心身の状況に応じ、柔軟に通い

サービス、訪問サービス、宿泊サービスを組み合わせて、適切なサービス提供を行

ってください。 

 

【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．２) (平成２４年３月３０日)】   

（問２５） 

通いサービスの利用定員は、実利用者数の上限を指すものなのか。 

（答）  

同時にサービスの提供を受ける者の上限を指すものであり、実利用者数の上限を指

すものではない。 

例えば午前中に１５人が通いサービスを利用し、別の１０人の利用者が午後に通い

サービスを利用することも差し支えない。 
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（２）設備及び備品等 【施行規則第１８５条】 

 

事業所 

 

○ 居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、便所、洗面設備、消火設備その他非常災害に際して

必要な設備その他サービスの提供に必要な設備及び備品を備えなければなりません。 

 

居間及び食堂 

 

○ 居間及び食堂は、機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。 

○ 通いサービスの利用定員について１５人を超えて定める小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、居間及び食堂を合計した面積は、利用者の処遇に支障がないと認められる十

分な広さ（１人当たり３㎡以上）を確保することが必要です。 

○ 居間及び食堂は同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれの機能が独立

していることが望ましいとされています。 

また、その広さについても原則として利用者及び介護従業者が一堂に会するのに充分な

広さを確保してください。 

 

宿泊室 

 

＜個室＞ 

○ 宿泊室の定員は、１人とします。ただし、利用者の処遇上必要と認められる場合は、２

人とすることができるものとされています。 

○ 宿泊室の床面積は、７．４３㎡以上としなければなりません。 

 

＜個室以外＞ 

○ 個室以外の宿泊室を設ける場合、個室以外の宿泊室の面積を合計した面積は、概ね７．

４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とす

るものとし、その構造は利用者のプライバシーが確保されたものでなければなりません。 

○ プライバシーが確保された居間については、個室以外の宿泊室の面積に含めることがで

きます。 

 

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

 

○ 消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置してください。 

 

立地 

 

○ 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地又は住

宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあるようにし

なければなりません。 

※ 利用者に対して、家庭的な雰囲気によるサービス提供をすること、また、地域との交流

を確保することによる社会との結びつきを確保することなどのため、住宅地の中にあるこ

と又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域の中にあること

が必要です。 
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○ 利用者と職員のなじみの関係を構築しながらサービスを提供するものであることに鑑み、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と他の施設・事業所との併設については、指定看

護小規模多機能型居宅介護として適切なサービスが提供されることを前提に認められるも

のです。 

 

【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) (平成２４年３月１６日)】   

（問１６７） 

個室以外の宿泊室の面積はどのように考えればよいか。 

（答）   

例えば、宿泊サービスの利用定員が９人、個室が４室（定員４人）ある場合は、お

おむね３７.１５㎡（計算式：（９人－４人）×７.４３㎡）以上の面積が必要であ

る。なお、宿泊室が個室でない場合には、利用者のプライバシーを確保する必要があ

る。 

（問１６８） 

既存の民家を活用して複合型サービス事業所を設けようとしているが、宿泊

 室や事務室を確保するスペースがないことから宿泊室や事務室のみを別棟で設

 けることは可能か。 

（答）   

従来の小規模多機能型居宅介護と同様であるが、同一時間帯に複合型サービス事

業所の居間と宿泊室に利用者がいる場合でも、両方の利用者に対してケアできる体

制となっているかどうか、夜間に登録者から訪問サービスの依頼連絡があった場合

に適切に対応できる体制となっているかどうかなどを確認し、利用者の処遇に支障

がないと認められる場合は可能である。 

 

【平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) (平成３０年３月２３日)】   

（問１２４） 

個室以外の宿泊室について、カーテンは利用者のプライバシーが確保された

しつらえとは考えにくいことから不可とされているが、アコーディオンカーテ

ンではどうか。 

（答）   

個室以外の宿泊室について、プライバシーが確保されたものとは、パーティション

や家具などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があ

る。アコーディオンカーテンにより仕切られている宿泊室については、パーティショ

ンや家具などと同様にプライバシーが確保されたものである場合には、宿泊室として

取り扱って差し支えない。 
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３ 運営について 

 

（１）内容及び手続の説明及び同意  

【施行規則第１９２条（第７条準用）】 

 

① サービスの提供の開始に際しては、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営

規程の概要、従業者の勤務の体制その他のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を記載した文書を交付して説明を行い、サービス提供開始に係る同意を得なければなりま

せん。 

② 電磁的方法による文書交付について 

利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付に

代えて、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げる

もの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができます。 

この場合において、当該事業者は、当該文書を交付したものとみなします。 

 ⅰ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

 ア 事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と

を接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録する方法 

 イ 事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定する重

要事項を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者

又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する

方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ

ては、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルにその旨を記録する方法） 

 ⅱ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確

実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を

記録したものを交付する方法 

③ ②の i～ⅱに掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力するこ

とにより文書を作成することができるものでなければなりません。 

④ ②ⅰの「電子情報処理組織」とは、事業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又は

その家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいいま

す。 

⑤ 事業者は、②の規定により①に規定する重要事項を提供しようとするときは、あらかじ

め、当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内

容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければなりません。 

 ⅰ ②各号に規定する方法のうち事業者が使用するもの 

 ⅱ ファイルへの記録の方式 

⑥ ⑤の規定による承諾を得た事業者は、当該利用申込者又はその家族から文書又は電磁的

方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があった場合は、当該利用申込者又

はその家族に対し、①に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはなりません。

ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限

りではありません。 
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ポイント 

重要事項を記載した文書（＝重要事項説明書）に記載していなければならないこと

は、 

ア 重要事項に関する規程の概要（法人及び事業所概要、サービス内容、利用料、利

用上の留意事項など） 

イ 従業者の勤務体制（従業員の職種及び職務内容） 

ウ 事故発生時の対応 

エ 苦情処理の体制（苦情処理の流れや事業所担当、市、国保連などの相談・苦情の

窓口も記載） 

オ 提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月

日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況） 

 カ 虐待防止のための措置に関する事項（虐待の防止に係る、組織内の体制や虐待又

は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等） 

 キ その他運営に関する重要事項 

 

※ 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点から、

人員基準において置くべきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」

と記載することも差し支えありません。 

※事業所と利用者との間で、交付・説明・同意が確かに行われたということが確認でき

るようにしてください。 

※重要事項を記した文書を説明した際には、説明年月日や説明者も記入してください。 

※重要事項説明書の内容と運営規程の内容に食い違いがないようにしてください。 

実際にサービスの提供を開始するに当たっては、利用申込者、サービス事業者双方を保

護する観点から、書面（契約書等）により、同意を確認することが望ましいです。 

ポイント 

【令和３年度介護報酬改定における改定事項について】 

●利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務負担軽減の観点から、政府の方針

も踏まえ、ケアプランや重要事項説明書等における利用者への説明・同意について、

以下の見直しが行われました。 

ア 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めるこ  

  ととする。 

イ 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の 

  代替手段を明示するとともに、様式例から押印欄を削除する。  

 

【指導事例】 

●重要事項説明書への説明は確認できたが、交付をしたことが記録等から確認ができな

かった。 

●市の苦情相談窓口等の内容が誤っていた。 

●運営規程と重要事項説明書の内容が一致していない。 

●重要事項を記載した文書（重要事項説明書）に記載していなければならないことに定

められている、アからキの事項のうち、記載が不足している項目がある。 
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（２）提供拒否の禁止 

 【施行規則第１９２条（第８条準用）】 

 

正当な理由なくサービスの提供を拒んではなりません。特に、要介護度や所得の多寡を理

由にサービスの提供を拒否することは禁止されています。 

ポイント 

ここでいう「正当な理由」とは、 

・事業所の現員では利用申込に応じきれない 

・利用申込者の居住地が、事業所の通常の事業の実施地域外である 

その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合です。 

 

（３）サービス提供困難時の対応 

 【施行規則第１９２条（第９条準用）】 

 

利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、居宅

介護支援事業者への連絡、適当な他の事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じな

ければなりません。 

 

（４）受給資格等の確認 

 【施行規則第１９２条（第１０条準用）】 

 

① サービス提供の開始に際し、その者の介護保険被保険者証によって、被保険者資格、要

介護・要支援認定の有無及び要介護・要支援認定の有効期間を確認しなければなりません。 

② 被保険者証に、認定審査会の意見が記載されているときは、これに配慮してサービスを

提供するよう努めなければなりません。 

 

（５）要介護認定の申請に係る援助 

 【施行規則第１９２条（第１１条準用）】 

 

① 要介護認定を受けていない者から利用申込があった場合には、要介護認定の申請が、既

に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、利用申込者の意思を踏

まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

② 要介護認定の更新の申請が遅くとも要介護認定の有効期間満了日の３０日前には行われ

るよう、必要な援助を行わなければなりません。 

 

  



 

18 

 

（６）心身の状況等の把握 

 【施行規則第１９２条、（第８２条準用】 

 

サービスの提供に当たっては、介護支援専門員が開催するサービス担当者会議（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとします。ただし、利用者等が参加する場合にあ

っては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければなりません。）

等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉

サービスの利用状況等の把握に努めなければなりません。 

ポイント 

サービス担当者会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとしま

す。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管

理に関するガイドライン」等を遵守してください。 

 

（７）居宅サービス事業者等との連携 

 【施行規則第１９２条（第８３条準用）】 

 

① 事業者は、サービスを提供するに当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 

② 事業者は、サービスを提供するに当たっては、利用者の健康管理を適切に行うため、主

治の医師との密接な連携に努めなければなりません。 

③ 事業者は､サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療

サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 

 

（８）身分を証する書類の携行 

 【施行規則第１９２条（第８４条準用）】 

 

 介護従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものに身分を証する書類を携行させ、初回

訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなけれ

ばなりません。 

ポイント 

身分を証する証書等には、事業所の名称、当該訪問サービスの提供に当たる者の氏名

を記載するものとし、当該訪問サービスの提供に当たる者の写真の貼付や職能を記載

することが望ましいとされています。 
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（９）サービス提供の記録 

 【施行規則第１９２条（第１８条準用）】 

 

① 事業者は、サービスを提供した際には、提供日及び内容、利用者に代わって支払を受け

る地域密着型介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載し

た書面又はこれに準ずる書面に記載しなければなりません。 

② 事業者は、サービスを提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録する

とともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その

情報を利用者に対して提供しなければなりません。 

 ※「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等に記載するなどの方法で

す。 

 

（１０）利用料等の受領 

 【施行規則第１９２条（第８５条準用）】 

 

① 事業者は、法定代理受領サービスに該当する看護小規模多機能型居宅介護を提供した際

は、その利用者から利用料の一部として、利用者負担額の支払いを受けるものとします。 

② 事業者は、法定代理受領サービスに該当しない看護小規模多機能型居宅介護を提供した

際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、地域密着型介護（予防）サービス費用基

準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければなりません。 

③ 事業者は、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができます。ただし、徴

収する費用は運営規程に明記しておかなければなりません。 

（１）通常の事業実施地域以外の送迎費用 

（２）通常の事業実施地域以外の訪問に要した交通費 

（３）食事の提供に要する費用 

（４）宿泊に要する費用 

（５）おむつ代 

（６）その他の日常生活費（日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、

その利用者に負担させることが適当と認められるもの） 

④ 食事及び宿泊の費用は、「居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関す

る指針」（平成１７年９月７日厚生労働省告示第４１９号）を参照してください。 

⑤ 事業者は、上記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得

なければなりません。 

 

○「その他の日常生活費」の受領に関する基準 

（通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成１２年３月３０

日老企第５４号）） 

①  「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサー

ビスとの間に重複関係がないこと。  

②  保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目によ

る費用の受領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、

施設利用補償金といったあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が

明らかにされる必要があること。  
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③  「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な

選択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常

生活費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、文書

によりその同意を得なければならないこと。  

④  「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額

の範囲内で行われるべきものであること。  

⑤  「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者の運営規程

において定めなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事

項として、事業所の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「そ

の他の日常生活費」の額については、その都度変動する性質のものである場合に

は、「実費」という形の定め方が許されるものであること。 

 

○「その他の日常生活費」の具体的な範囲  

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供

する場合に係る費用  

⇒一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシ

や化粧品等の個人用の日用品等）であって、利用者等の希望を確認した上で提供さ

れるものをいう。したがって、こうした物品を事業者がすべての利用者等に対して

一律に提供し、すべての利用者等からその費用を画一的に徴収することは認められ

ないものである。 

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供す

る場合に係る費用 

⇒事業者または施設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事におけ

る材料費（習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動の材料）等が想定されるもので

あり、すべての利用者等に一律に提供される教養娯楽費に係る費用(共用の談話室

等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等)について、「その他の日常生活費」と

して徴収することは認められないものである。 

 

 ポイント 

○ 利用者負担額を免除することは、介護保険制度の根幹を揺るがす行為であり、指

定の取消等を直ちに検討すべき重大な問題とされています。 

○ 利用者から徴収する費用の基本的な積算の考え方は「実費相当額」です。実費金

額より多く徴収することは認められません。 

○ 当該サービスの内容及び費用について、利用者又は家族に対し、あらかじめ説明

を行い、利用者の同意を得なければなりません。（この場合も、同意は文書により

行うことが望ましいです。） 

○ 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目によ

る費用の支払いを受けることは認められません。 

○ 領収書又は請求書は、サービスを提供した日や利用者負担の算出根拠である請求

単位等、利用者にとって支払う利用料の内訳がわかるようにしてください。  
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（１１）保険給付の請求のための証明書の交付 

 【施行規則第１９２条（第２０条準用）】 

 

償還払いを選択している利用者から利用料の支払い（１０割全額）を受けた場合は、提供

したサービスの内容、利用料の額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求する上で必

要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければなりません。 

 

（１２）法定代理受領サービスに係る報告 

 【施行規則第１９２条（第２０条準用）】 

 

毎月、国民健康保険団体連合会に対し、居宅サービス計画において位置付けられている指

定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスとして位置付けられたものに関する情報を記

載した文書(給付管理票)を提出しなければなりません。 

 

【平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖoｌ．２) (平成１８年３月２７日)】   

（問３８） 

居宅介護支援事業所の介護支援専門員を利用している者が小規模多機能型居

宅介護の利用を開始した場合、介護支援専門員は当該小規模多機能型居宅介護

事業所の介護支援専門員に変更されることとなり、国保連への「給付管理票」

の作成と提出については、当該小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門

員が行うこととなるが、月の途中で変更が行われた場合の小規模多機能型居宅

介護の利用開始前又は利用終了後の居宅介護サービス利用にかかる国保連への

「給付管理票」の作成と提出はどこが行うのか。 

（答）利用者が月を通じて小規模多機能型居宅介護（又は介護予防小規模多機能型居宅 

 介護。以下略）を受けている場合には、小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専 

 門員がケアプラン作成を行うこととなる。 

この場合の給付管理は、他の居宅介護サービスを含めて「給付管理票」の作成と提

出を行い、当該月について居宅介護支援費（又は介護予防支援費。以下略）は算定さ

れないこととなる。 

月の途中で小規模多機能型居宅介護の利用を開始又は終了した場合は、居宅介護支

援費の算定は可能であるため、小規模多機能型居宅介護の利用開始前又は利用終了後

の居宅介護支援事業所の介護支援専門員が小規模多機能型居宅介護を含めてその利用

者に係る「給付管理票」の作成と提出を行い、居宅介護支援費の請求を行うこととな

る。 

なお、同月内で複数の居宅介護支援事業所が担当する場合には、月末時点（又は最

後）の居宅介護支援事業所の介護支援専門員が「給付管理票」の作成と提出を行い、

居宅介護費を提出することとなる。 
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（１３）利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付 

 【施行規則第１９２条（第９０条準用）】 

 

登録者が他の看護小規模多機能型居宅介護事業者の利用を希望する場合その他登録者から

の申出があった場合には、当該登録者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に

関する書類を交付しなければなりません。 

 

（１４）介護等 

 【施行規則第１９２条（第９２条準用）】 

 

① 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよ

う、適切な技術をもって行われなければなりません。 

② 事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、利用者の居宅又は当該サービス

の拠点における看護小規模多機能型居宅介護従業者以外の者による介護を受けさせてはな

りません。 

※ ただし、事業者の負担により、訪問入浴介護等のサービスの利用に供することは差し支

えありません。 

③ 事業所における利用者の食事その他の家事等は、可能な限り利用者と介護従業者が共同

で行うよう努めるものとします。 

 

ポイント 

○ 介護サービスの提供に当たっては、利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自

主性を保ち、意欲的に日々の生活を送ることが出来るように介護サービスを提供し

又は必要な支援を行います。その際、利用者の人格に十分に配慮してください。 

○ 利用者の負担によって指定看護小規模多機能型居宅介護の一部を付添者等に行わ

せることはできません。 

○ 食事や清掃、洗濯、買物、園芸、農作業、レクリエーション、行事等を、利用者

と介護従業者が可能な限り共同で行うことによって、良好な人間関係に基づく家庭

的な生活環境の中で日常生活が送れるように配慮してください。 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．５介護保険最新情報Ｖoｌ．９６５

（令和３年４月９日）】 

○ 通所困難な利用者の入浴機会の確保 

（問７）指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者に対する指定訪問入浴介護

の提供について、連携方法や費用負担についての考え方如何。 

（答）看取り期等で通いが困難となった利用者に対する訪問入浴介護サービスの提

供に当たっては、当該サービスの提供に関する連携方法、費用負担について、事業

者間で調整及び協議の上、決定されたい。  
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（１５）社会生活上の便宜の提供等 

 【施行規則第１９２条（第９３条】 

 

① 事業者は、利用者の外出の機会の確保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活

の継続のための支援に努めなければなりません。 

② 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、当該利用

者又はその家族が行うことが困難である場合は、当該利用者の同意を得て、代わっ

て行わなければなりません。  

③ 常に利用者の家族との連携を図るとともに利用者とその家族との交流等の機会を

確保するよう努めなければなりません。 

ポイント 

○ 画一的なサービスを提供するのではなく、利用者の外出の機会の確保その他の利

用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に努めてください。 

○ 郵便、証明書等の交付申請等、利用者が必要とする手続等について、利用者また

はその家族が行うことが困難な場合は、原則としてその都度、その者の同意を得た

上で代行しなければなりません。特に金銭にかかるものについては書面等をもって

事前に同意を得るとともに、代行した後はその都度本人に確認を得てください。 

○ 利用者の家族に対し、事業所の会報の送付、当該事業者が実施する行事への参加

の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流できる機会等を確保するよう努めな

ければなりません。 

 

（１６）指定看護小規模多機能型居宅介護の基本取扱方針 

 【施行規則第１８６条】 

 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければなりません。 

② 事業者は、自らその提供する看護小規模多機能型居宅介護の質の評価を行い、それら

の結果を公表し、常にその改善を図らなければなりません。 

 → ◆Ｐ．１０５ページ「自己評価と外部評価の実施」参照 
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（１７）指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針 

 【施行規則第１８７条】 

 

① 利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の

状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊

サービスを柔軟に組み合わせることにより、療養上の管理の下で妥当かつ適切に行わなけ

ればなりません。 

② 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で

日常生活を送ることができるよう配慮して行わなければなりません。 

③ サービス計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、利用者の機能訓練及びその

者が日常生活を営むことができるよう必要な援助を行わなければなりません。 

④ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者またはその家族に

対し、療養上必要な事項その他サービスの提供の内容等について、理解しやすいように説

明又は必要に応じた指導を行ってください。 

⑤ サービスの提供に当たっては、当該利用者または他の利用者等の生命又は身体を保護す

るため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行

ってはなりません。 

⑥ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録しなければなりません。 

⑦ 通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続いてはなりません。 

⑧ 登録者が通いサービスを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提

供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切なサ

ービスを提供しなければなりません。 

⑨ 看護サービス(指定看護小規模多機能型居宅介護のうち、保健師、看護師、准看護師、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が利用者に対して行う療養上の世話又は必要な診

療の補助であるものをいう。以下同じ。)の提供に当たっては、主治の医師との密接な連

携により、看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、利用者の心身の機能の維持回復が

図られるよう妥当かつ適切に行わなければなりません。 

⑩ 看護サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって、サ

ービスの提供を行わなければなりません。 

⑪ 特殊な看護等については、これを行ってはなりません。 

 

ポイント 

○ 制度上は週１回程度の利用でも所定点数の算定は可能ですが、利用者負担等も勘

案すれば、このような利用は必ずしも合理的ではなく、運営推進会議に通いサービ

スの回数等を報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けることが必

要となります。 

また、宿泊サービスの上限は設けず、重度の者であれば、運営推進会議に対し報

告し、評価を受けることを前提として、ほぼ毎日宿泊する形態も考えられます。し

かしながら、ほぼ毎日宿泊するような利用者が増え、他の利用者の宿泊に対応でき

ないような状況になれば、他の利用者が適切にサービスを利用できるよう調整を行

うことが必要です。 

○ 「通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない」とは、登録定員のお

おむね３分の１以下が目安となります。例えば、登録定員が２５人の場合は通いサ
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ービスの利用者が８人以下であれば、著しく少ない状態といえます。 

○ 「適切なサービス」とは、利用者１人に対して、通いサービス、宿泊サービス及

び訪問サービスを合わせて概ね週４回以上行うことが目安となります。 

○ 看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため、利用

者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行った場合でも訪問サービスの回数

に含めて差し支えありません。 

○ 「適切な看護技術」とは、医学の進歩に沿った適切な看護技術をもって対応でき

るよう、新しい技術の修得等、研鑽を積むことを定めたものであり、医学の立場を

堅持し、広く一般に認められていない看護等については行ってはなりません。 

 

【全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料介護老人福祉施設及び地域密着型

サービスに関するＱ＆Ａ (平成１９年２月１９日)】 

（問１５） 

小規模多機能型居宅介護事業所においては、サービスの提供回数に制限は設

けてはならないと考えるが、登録者が事業者が作成した小規模多機能型居宅介

護計画より過剰なサービスを要求する場合、事業所は登録者へのサービス提供

を拒否することは可能か。 

（答） 

他の利用者との関係でサービスの利用調整を行う必要もあり、必ずしも利用者の希

望どおりにならないケースも想定されるが、こうした場合には、利用者に対して希望

に沿えない理由を十分に説明し、必要な調整を行いながら、サービス提供を行うこと

が必要である。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 

 

○ 緊急やむを得ない場合とは 

以下の３つの要件全てを満たしていることを、事業所内において身体的拘束廃止に

ついて、組織として事前に定めた手続きに従い、事業所全体として判断すること。 

①切迫性：利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が

著しく高いこと。 

②非代替性：身体的拘束の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。 

③一時性：身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること。 

※身体的拘束に係る家族等の同意書や家族等の希望などがあった場合であっても、上

記３つの要件を満たしていない場合には、身体的拘束は認められません。 
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（１８）主治の医師との関係 

 【施行規則第１８８条】 

 

① 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の常勤の保健師又は看護師は、主治の医師の指

示に基づき適切な看護サービスが提供されるよう、必要な管理をしなければなりません。 

② 看護サービスの提供の開始に際し、主治の医師による指示を文書で受けなければなりま

せん。 

③ 主治の医師に看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書

を提出し、看護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければなり

ません。 

④ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所である場合にあっては、

主治の医師の文書による指示及び前項の看護小規模多機能型居宅介護報告書の提出は、診

療記録への記載をもって代えることができます。 

 

ポイント 

○ 事業所の常勤の保健師又は看護師は、利用者の主治医が発行する訪問看護指示の

文書(以下「指示書」という。)に基づき看護サービスが行われるよう、主治医との

連絡調整、看護サービスの提供を担当する看護師等の監督等必要な管理を行わなけ

ればなりません。なお、主治医とは、利用申込者の選定により加療している医師を

いい、主治医以外の複数の医師から指示書の交付を受けることはできません。 

○ 事業所の常勤の保健師又は看護師は、主治医と連携を図り、適切な指定看護小規

模多機能型居宅介護を提供するため、定期的に看護小規模多機能型居宅介護計画及

び看護小規模多機能型居宅介護報告書を主治医に提出しなければなりません。 

○ 看護サービスの実施に当たっては、特に医療施設内の場合と異なり、看護師等が

単独で行うことに十分留意するとともに慎重な状況判断等が要求されることを踏ま

え、主治医との密接かつ適切な連携を図る必要があります。 
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（１９）居宅サービス計画の作成 

 【施行規則第１９２条（第８８条準用）】 

 

① 管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当さ

せます。 

② 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、座間市指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例施行規則第１４条に掲げる具体的取組方

針に沿って行ってください。 

 

【全国介護保険担当課長ブロック会議資料Ｑ＆Ａ (平成１８年２月２４日)】   

（問５７） 

居宅介護支援事業所のケアマネジャーを利用している利用者が小規模多機能

型居宅介護の利用を開始した場合、ケアマネジャーを小規模多機能型居宅介護

事業所のケアマネジャーに変更しなければならないのか。 

（答） 

小規模多機能型居宅介護は「通い」、「訪問」、「宿泊」をパッケージで提供する

ものであり、利用者が小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合には、ケアマネ

ジャーは当該小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーに変更することとな

る。 

 ※看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 

 

  



 

28 

 

（２０）看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告

書の作成 

 【施行規則第１８９条】 

 

① 管理者は、介護支援専門員に、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に関する業務を、

看護師等（准看護師を除く）に看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成に関する業務を

担当させます。 

② 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、看護師等と

密接な連携を図りつつ行わなければなりません。 

③ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、地域におけ

る活動への参加の機会が提供されること等により、利用者の多様な活動(地域の特性や利

用者の生活環境に応じたレクリエーション、行事、園芸、農作業などの利用者の趣味又は

嗜好に応じた活動等)が確保されるものとなるように努めなければなりません。 

④ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、

他の介護従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本とし

つつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及

び宿泊サービスを組み合わせた看護及び介護を行わなければなりません。 

⑤ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、その内容に

ついて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、看護小規模多

機能型居宅介護計画を作成した際には、当該計画を利用者に交付しなければなりません。 

⑥ 介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成後においても、常に看護小

規模多機能型居宅介護計画の実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応

じて当該計画の変更を行います。 

⑦ 看護小規模多機能型居宅介護計画の変更は、②から⑥までを準用します。 

⑧ 看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護報告

書を作成しなければなりません。 

 

※ 看護小規模多機能型居介護事業所において短期利用居宅介護費を算定する場合で、居宅

介護支援事業所の介護支援専門員が作成した居宅サービス計画に基づきサービスを提供し

ている看護小規模多機能型居宅介護事業者は、当該居宅サービス計画を作成している指定

居宅介護支援事業者から看護小規模多機能型居宅介護計画の提出の求めがあった際には、

当該計画を提供することに協力するよう努めるものとします。 

ポイント 

○ 計画の作成及びその実施に当たっては、いたずらにこれを利用者に強制すること

とならないように留意してください。 

○ 計画の作成は利用者ごとに、介護支援専門員が行うものですが、看護小規模多機

能型居宅介護計画のうち看護サービスに係る記載については、看護師等と密接な連

携を図ってください。なお、看護サービスに係る計画とは、利用者の希望、主治医

の指示、看護目標及び具体的なサービス内容等を含みます。 

○ 看護小規模多機能型居宅介護報告書は訪問の都度記載する記録とは異なり、主治

医に定期的に提出するものをいい、当該報告書の記載と先に主治医に提出した看護

小規模多機能型居宅介護計画の記載において重複する箇所がある場合は、当該報告
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書における重複箇所の記載を省略しても差し支えありません。 

○ 事業所の常勤の保健師又は看護師は、看護小規模多機能型居宅介護計画に沿った

看護サービスの実施状況を把握し、看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規

模多機能型居宅介護報告書に関し、助言、指導等必要な管理を行います。 

○ 事業者は、主治医との連携を図り、適切な看護サービスを提供するため、看護小

規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書を定期的に主治

医に提出してください。 

 

【指導事例】 

●何年もサービス計画の見直しがなされていなかった。 

●サービス計画を利用者に説明し、同意を得ていなかった（同意を得たことが確認できな

かった）。 

●サービス計画を利用者に交付したことが確認できなかった。 

 

※ サービス計画書には、利用者等への説明、同意、交付が確認できるよう、例えば次の

ような文を追加する等工夫をするようにしてください（※押印は不要です。）。 

上記計画について説明を受け、同意し、交付を受けました。 

   〇年〇月〇日                 利用者氏名   〇〇 〇〇 

 

 

【全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料介護老人福祉施設及び地域密着型

サービスに関するＱ＆Ａ (平成１９年２月１９日)】   

（問１４） 

小規模多機能型居宅介護は、あらかじめサービスの利用計画を立てていて

も、利用日時の変更や利用サービスの変更(通いサービス→訪問サービス）が

多いが、こうした変更の後に、「居宅サービス計画」のうち週間サービス計画

表（第３表）やサービス利用票(第７表）等を再作成する必要があるのか。 

（答）当初作成した「居宅サービス計画」の各計画表に変更がある場合には、原則とし 

 て、各計画表の変更を行う必要があるが、小規模多機能型居宅介護は、利用者の様態 

 や希望に応じた弾力的なサービス提供が基本であることを踏まえ、利用者から同意を 

 得ている場合には、利用日時の変更や利用サービスの変更（通いサービス→訪問サー 

 ビス）の度に計画の変更を行う必要はなく、実績を記載する際に計画の変更を行うこ 

 ととして差し支えない。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 

 

（２１）利用者に関する市への通知 

 【施行規則第１９２条（第２６条準用）】 

 

利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知しな

ければなりません。  

(１) 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の

程度を増進させたと認められるとき。  

(２) 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 
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（２２）緊急時等の対応 

 【施行規則第１９０条】 

 

① サービスの提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合

は、速やかに主治の医師又はあらかじめ事業者が定めた協力医療機関への連絡を行う等の

必要な措置を講じなければなりません。 

② ①の従業者が看護職員である場合には、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければ

なりません。 

 

（２３）管理者の責務 

 【施行規則第１９２条（第５６条の１０準用）】 

 

① 管理者は、事業所の従業者の管理、利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握そ

の他の管理を一元的に行わなければなりません。  

② 管理者は、従業者に運営基準を遵守させるため必要な指揮命令を行います。 

ポイント 

○ タイムカード等によって出勤状況を確認してください。  

○ 毎日基準以上の人員配置になるよう､適正に勤務ローテーションを組んでくださ

い。  

○ 介護支援専門員等、資格が必要な職種については資格を確認し、資格証等の写し

を事業所で保管してください。  

○ 従業者の雇用契約の内容（就業場所や業務内容、契約期間等）が実態と合ってい

るかを把握し、変更がある場合は辞令を交付する等適切に対応してください。 
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（２４）運営規程 

 【施行規則第１９２条（第９５条準用）】 

 

次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければなりません。  

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員 

⑤ サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

⑥ 通常の事業の実施地域 

⑦ サービス利用に当たっての留意事項 

⑧ 緊急時等における対応方法 

⑨ 非常災害対策 

⑩ 虐待の防止のための措置に関する事項（虐待の防止に係る、組織内の体制や虐待又は虐

待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等） 

⑪ その他運営に関する重要事項（事故発生時の対応、従業者の秘密保持、苦情及び相談の

受付体制、従業者の研修、衛生管理、身体的拘束を行う場合の手続など） 

 

※ なお、人員配置基準を満たさなくなる場合や、加算の要件を満たさなくなる場合につい

ては、速やかに市に報告及び届出を行ってください。 

ポイント 

○変更後は、変更届を提出してください（届出が必要な項目については、本市ホームペー

ジの「地域密着型サービス事業の変更届」参照）。 

〇報酬改定に伴う変更については、市への届出は不要です。 

〇介護サービス事業者の業務負担軽減やいわゆるローカルルールの解消を図る観点か  

 ら、運営規程や重要事項説明書に記載する従業員の「員数」について、「〇〇人以 

 上」と記載することが認められました。 

 ⇒この記載について変更を行った際に、運営規程の変更届を提出する必要はありませ  

  ん。 

〇運営規程における「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その変更の届出 

 は年１回で足りることが明確化されました。 

 ⇒変更のあった都度提出する必要がなくなりました。 

○看護小規模多機能型居宅介護事業所は、３６５日利用者の居宅生活を支援するものであ

り、休業日を設けることは想定していないことから、営業日は３６５日と記載してくだ

さい。また、訪問サービスは、利用者からの随時の要請にも対応するものであることか

ら２４時間とし、通いサービス及び宿泊サービスは、それぞれの営業時間を記載してく

ださい。 

○実施地域は、客観的にその区域が特定されるように設定してください。なお、利用申込

に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を超えてサービス提供を行うことも可

能です。事業所が所在する場所の日常生活圏域内は、少なくとも通常の事業の実施地域

に含めてください。 

○運営内容を変更した際は、運営規程を修正しておく必要があります。(修正した年月日、

内容を最後尾の附則に記載することで、事後に確認しやすくなります。)  
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【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．７介護保険最新情報Ｖoｌ．９６８（令和

３年４月２１日）】 

○運営規程について 

（問１） 

令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、介護サービス事

業所等に義務づけられたものがあるが、これらについて運営規程においてはどの

ように扱うのか。 

（答） 

・ 介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場合は都道府県

知事又は市町村長に届け出ることとされているが、今般介護サービス事業所等に

対し義務づけられたもののうち、経過措置が定められているものについては、当

該期間においては、都道府県知事等に届け出ることまで求めるものではないこ

と。 

・ 一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期に取組を行

うことが望ましいものであることに留意すること。 

 

 

【指導事例】 

●事業の運営についての重要事項に関する規定を定めるべき①から⑪の事項のうち、記載が

不足している項目がある。 

●利用料の額を運営規程の別紙料金表へ記載しているが、運営規程本則において別紙料金表

が位置付けられていない。 
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（２５）勤務体制の確保等 

 【施行規則第１９２条（第５６条の１２準用）】 

 

① 利用者に対し、適切なサービスを提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定

めておかなければなりません(日々の勤務体制、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、

夜間及び深夜の勤務担当者、宿直者等を明確にしてください)。 

② 事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサービスを提供しなければなりません。た

だし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りではありません。 

③ 従業者の資質向上のための研修の機会を確保しなければなりません。この場合において、

事業者は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければなりません。

その際、当該事業者は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなけ

ればなりません。 

 ※当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１

日までの間は、努力義務とされています。 

 

 

「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」

（以下「解釈通知」という） 

★認知症介護基礎研修の義務付けについて 

 

事業者は、従業者の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内

の研修への参加の機会を計画的に確保しなければなりません。 

また、事業者は、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者

について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づ

けられており、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症に

ついての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく

観点から実施されるものです。 

当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介

護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同

条第３項において規定されている看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、

介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程一級課程・二級課程修了者、社会

福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健

福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とします。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６

年３月３１日までの間は、努力義務とされています。事業者は、令和６年３月３１日

までに医療・福祉関係資格を有さない全ての従業者に対し認知症介護基礎研修を受講

させるための必要な措置を講じなければなりません。また、新卒採用、中途採用を問

わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る。）

に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予期間を設けることと

し、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させることとします（こ

の場合についても、令和６年３月３１日までは努力義務で差し支えありません）。 
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【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．３) （令和３年３月２６日）】 

〇認知症介護基礎研修の義務付けについて 

（問３） 

養成施設及び福祉系高校で認知症に係る科目を受講したが介護福祉士資格は有

していない者は、義務づけの対象外とすることが可能か。 

（答） 

養成施設については卒業証明書及び履修科目証明書により、事業所及び自治体

が認知症に係る科目を受講していることが確認できることを条件として対象外と

する。なお、福祉系高校の卒業者については、認知症に係る教育内容が必修とな

っているため、卒業証明書により単に卒業が証明できれば対象外として差し支え

ない。 

（問４） 

  認知症介護実践者研修の修了者については、義務づけの対象外とすることが可

能か。 

（答） 

  認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護指導者研修

等の認知症の介護等に係る研修を修了した者については、義務づけの対象外とし

て差し支えない。 

（問５） 

  認知症サポーター等養成講座の修了者については、義務づけの対象外とするこ

とが可能か。 

（答） 

  認知症サポーター等養成講座は、認知症について正しく理解し、認知症の人や

家族を温かく見守り、支援する応援者を養成するものであるが、一方で、認知症

介護基礎研修は認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しなが

ら、本人主体の介護を実施する上での、基礎的な知識・技術及び理念を身につけ

るための研修であり、その目的・内容が異なるため、認知症サポーター等養成講

座修了者は、義務付けの対象外とはならない。 

（問６） 

  人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護

に携わる可能性がない者についても、義務付けの対象となるのか。 

（答） 

  人員配置基準上、従業者の員数として算定される従業者以外の者や、直接介護

に携わる可能性がない者については、義務付けの対象外である。一方で、義務付

けの趣旨を踏まえ、認知症介護に携わる者が認知症の人や家族の視点を重視しな

がら、本人主体の介護を実施するためには、人員配置基準上、従業者の員数とし

て算定される従業者以外の者や、直接介護に携わらない者であっても、当該研修

を受講することを妨げるものではなく、各施設において積極的に判断いただきた

い。 

○ 外国人介護職員への認知症介護基礎研修の義務付けについて 

（問７） 

  外国人介護職員についても、受講が義務づけられるのか。 

（答） 
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  ＥＰＡ介護福祉士、在留資格「介護」等の医療・福祉関係の有資格者を除き、

従業員の員数として算定される従業者であって直接介護に携わる可能性がある者

については、在留資格にかかわらず、義務づけの対象となる。 

（問８） 

  外国人技能実習生が認知症介護基礎研修を受講する場合、技能実習計画には記

載する必要があるのか。 

（答） 

  認知症介護基礎研修は、法令等に基づき受講が義務づけられるものであること

から、技能実習制度運用要領第４章第２節第３（２）を踏まえ、技能実習計画へ

の記載は不要である（令和６年３月までの間、努力義務として行う場合も同

様。）。なお、受講に係る給与や時間管理が通常の技能実習と同様に行われるこ

とや、研修の受講状況について、技能実習指導員が適切に管理することが必要で

ある。 

（問１０） 

  外国人介護職員が研修内容を理解して受講できるように、多言語化された研修

教材は提供されるのか。 

（答） 

  ・令和３年度中に、日本語能力試験のＮ４レベルを基準としたｅラーニング教

材の作成を行うとともに、介護分野の在留資格「特定技能」に係る試験を実施

している言語（フィリピン、インドネシア、モンゴル、ネパール、カンボジ

ア、ベトナム、中国、タイ、ミャンマーの言語）を基本として外国人介護職員

向けのｅラーニング補助教材を作成することを予定している。 

 

④ 事業者は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

により従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を

講じなければなりません。 
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＜解釈通知＞ 

★ハラスメント対策について 

 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和

４７年法律第１１３号）第１１条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労

働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１年法律第１３

２号）第３０条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場におけるセクシ

ュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメン

ト」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づけられ

ていることを踏まえ、規定したものです。事業主が講ずべき措置の具体的内容

及び事業主が講じることが望ましい取組については、次のとおりとします。な

お、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、利用者やそ

の家族等から受けるものも含まれることに留意してください。 

 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起

因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成１８年厚生労

働省告示第６１５号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に

起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労

働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」といいます。）において規定さ

れているとおりですが、特に留意されたい内容は以下のとおりです。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはなら

ない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整 

備相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため

の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務につ

いては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律

（令和元年法律第２４号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合

的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第３０条の

２第１項の規定により、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とす

る事業主については資本金が５０００万円以下又は常時使用する従業員の数が１０

０人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化となりました。 

 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー

ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ま

しい取組の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②

被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して

１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実

施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されています。介護現場では特

に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求められている

ことから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるにあた
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っては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向

け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましいです。この

際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホームページに掲載し

ているので参考にしてください。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対

する悩み相談窓口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施

している場合、事業主が行う各種研修の費用等について助成等を行っていることか

ら、事業主はこれらの活用も含め、介護事業所におけるハラスメント対策を推進す

ることが望ましいです。 

  ポイント 

○ 月ごとに勤務表を作成し、勤務体制を明確にしてください。 

○ 職務を兼務する場合、職務別、サービス別に何時間勤務したか分かる勤務表を作

成してください。 

○ 研修は、事業所全体としての年間または一定期間の研修計画を作成し、全ての従

業者に対して定期的に実施する必要があります。 

○ 食中毒、感染症、身体的拘束、高齢者虐待等の研修について、毎年計画的に実施

してください。 

 

【指導事例】 

●研修の欠席者へ研修内容を周知していることが確認できなかった。 

●サービス内容に関する内部打ち合わせを研修と位置付けていた。 

●外部研修には参加していたが、事業所内で介護従業者に対する研修を実施していなか

った。 

●ハラスメント防止について、カスタマーハラスメント防止策への取組が行われていな

かった。 
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（２６）定員の遵守 

 【施行規則第１９２条（第９６条準用）】 

 

 登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えてサービスの提供を行っ

てはなりません。ただし、通いサービス及び宿泊サービスの利用は、利用者の様態や希望等

により特に必要と認められる場合は、一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないと

されています。なお、災害その他のやむを得ない事情がある場合はこの限りではありません。 

※ 「特に必要と認められる場合」としては、例えば、以下のような事例等が考えられます

が、「一時的」とは、こうした必要と認められる事情が終了するまでの間を指します。 

【特に必要と認められる場合の例】 

・ 登録者の介護者が急病のため、急遽、事業所において通いサービスを提供したことによ

り、当該登録者が利用した時間帯における利用者数が定員を超える場合。 

・ 事業所において看取りを希望する登録者に対し、宿泊室においてサービスを提供したこ

とにより通いサービスの提供時間帯における利用者数が定員を超える場合。 

・ 登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供するため、通いサービスの利用者数が

定員を超える場合。 

・ 上記に準ずる状況により特に必要と認められる場合。 

 

（２７）業務継続計画の策定等 

 【施行規則第１９２条（第３０条の２準用）】 

 

※ ３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務とされてい

ます。 

 

① 事業者は、感染症や非常災害の発生において、利用者に対するサービスの提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継

続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければなりま

せん。 

② 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施しなければなりません。 

③ 事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を

行うものとします。 

 

＜解釈通知＞ 

★  業務継続計画の策定等について 

 

① 事業者は、感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続してサービス

の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続計画に

従い、従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなけれ

ばならないこととしたものです。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施

については、基準第３条の３０の２に基づき事業所に実施が求められるものです

が、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えありません。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められること

から、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにするこ

とが望ましいです。なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附

則第３条において、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間
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は、努力義務とされています。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載してください。なお、各項目の記載内容

については、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務

継続ガイドライン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガ

イドライン」を参照にしてください。また、想定される災害等は地域によって異な

るものであることから、項目については実態に応じて設定してください。なお、感

染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではありませ

ん。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

 a 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確 

  保等） 

 b 初動対応 

 c 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情 

  報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

 a 平常時の対応（建物・整備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した 

  場合の対策、必要品の備蓄等） 

 b 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

  c 他施設及び地域との連携 

③ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有

するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行う

ものとします。 

 職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催す

るとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましいです。また、研修

の実施内容についても記録してください。なお、感染症の業務継続計画に係る研修

については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施すること

も差し支えありません。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅

速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症

や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施する

ものとします。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防

及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えありません。ま

た、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓練と一体的

に実施することも差し支えありません。 

 訓練の実施は、机上を含めその実施手法を問わないものの、机上及び実地で実施す

るものを適切に組み合わせながら実施することが適切です。 
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（２８）非常災害対策 

 【施行規則第９７条、予防施行規則第５６条】 

 

① 非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整

備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓

練を行わなければなりません。 

「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画（こ

れに準ずる計画を含む。）及び風水害・地震等の災害に対処する計画をいいます。 

関係機関への通報及び連携体制の整備とは、火災等の災害時に、消防へ速やかに通報す

る体制をとるよう従業員に周知徹底をするとともに、日頃から消防団や地域の住民との連

携を図り、消火・避難等に協力してもらえるような体制作りをいいます。 

② 訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなりません。 

③ 市消防との連携に努め、指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従

って必要な改善を行うよう努めなければなりません。（座間市独自基準） 

ポイント 

○ 運営推進会議を活用し、日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、

訓練の実施に協力してもらえるような体制づくりを行う必要があります。 

○ 防火管理者又は防火についての責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の

策定等の業務を行わせるものとされています。 

 

【指導事例】 

●非常災害対策のマニュアルが事業所個別の内容になっておらず、避難場所等の具体的

な記載が不足している。 

●夜間想定訓練等の必要な訓練が実施されていなかった。 

 

※ 平成２９年６月に水防法、土砂災害防止法が改正され、洪水浸水想定区域内や土砂災害

警戒区域内にある要配慮者施設について、所有者または管理者は避難確保計画の作成及び

避難訓練の実施が義務となりました。該当施設については、避難確保計画を作成し、その

計画の写しを市へ報告してください。 

なお、避難確保計画の作成については、市に相談いただくか、国土交通省ホームページ

にひな形等が掲載してありますので、そちらを参考にしてください。 

 

浸水・土砂災害に関する避難確保計画作成マニュアル等 

＜国土交通省ホームページ＞ 

（土砂災害） 

ホーム＞政策・仕事＞水管理・国土保全＞砂防 

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sabo/sabo01_fr_000012.html 

（浸水） 

ホーム＞政策・仕事＞水管理・国土保全＞防災＞自衛水防（企業防災）>要配慮者利用

施設の浸水対策 

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gens

ai-suibou02.html 
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（２９）衛生管理等 

 【施行規則第１０３条（第５６条の１５準用）、予防施行規則第６２条（第２９条準用】 

 

① 利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理

に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければなりません。  

② 事業所における感染症の発生又はまん延を防止するために次に掲げる措置を講じなけれ

ばなりません。 

※ ３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務とされてい

ます。 

 

・ 当該事業所等における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以

上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。 

・ 当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

・ 当該事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施すること。 

 

＜解釈通知＞ 

★感染症のまん延防止措置について 

 

感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置については、具体的

には次のイからハまでの取扱いとしてください。各事項について、同項に基づき

事業所に実施が求められるものですが、他のサービス事業者との連携等により行

うことも差し支えありません。 

 なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条におい

て、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務

とされています。 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

 当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委

員会（以下「感染対策委員会」という。）であり、感染対策の知識を有する者を

含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有

する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましいです。構成

メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する

者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが必要です。感染対策

委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定

期的に開催するとともに、感染症が流行する時期を勘案して必要に応じ随時開催

する必要があります。 

 感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとしま

す。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム

の安全管理に関するガイドライン」等を遵守します。なお、感染対策委員会は、

他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し

支えありません。また、事業所に実施が求められるものですが、他のサービス事
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業者との連携等により行うことも差し支えありません。 

 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

 当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平

常時の対策及び発生時の対応を規定します。 

 平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる

感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把

握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係

機関との連携、行政等への報告等が想定されます。また、発生時における事業所

内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要

です。なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感

染対策の手引き」を参照してください。 

 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

 認知症対応型共同生活介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止の

ための研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの

励行を行うものとします。職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事

業所が定期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対

策研修を実施することが望ましいです。また、研修の実施内容についても記録す

ることが必要です。 

 なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力

向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えな

く、当該事業所の実態に応じ行ってください。 

 また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応につい

て、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要です。

訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を

定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をし

た上でのケアの演習などを実施するものとします。 

 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実 

施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切です。 

 

ポイント 

 

ポイント 

※感染対策委員会は、例えば虐待防止検討委員会などの他の会議体を設置している場

合、これと一体的に設置・運営しても差し支えありませんが、運営推進会議とは会議の趣

旨が異なり、参加メンバーの再検討や秘密保持の確保等、慎重に内容を精査する必要があ

るため、安易に一体的な設置・運営をすることはしないように、御留意ください。 

○ 従業者に対し健康診断等を実施し、健康状態について把握してください。 

○ 必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携を保ってくださ

い。 
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【高齢者介護施設における感染症対策マニュアル（厚生労働省）】  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/n

inchi/index_00003.html 

※ 当該マニュアルは改訂されていきます。最新のものを確認するようにしてください。  

 

（３０）協力医療機関等 

 【施行規則第１９２条（第９８条準用）】 

 

① 主治の医師との連携を基本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、

協力医療機関を定めなければなりません。  

② あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておかなければなりません。（座間市独自基準） 

③ サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

介護老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければなり

ません。 

ポイント 

 

  

○ インフルエンザ、腸管出血性大腸菌感染症、レジオネラ症などの対策等については、

その発生及びまん延を防止するための措置等に関して、厚生労働省通知等が発出されて

いるので、これに基づき適切な措置を講じてください。 

○ 衛生管理等について定期的な研修等を行うとともに、新規採用時には必ず感染症対策

研修を実施すること等が重要です。 

○ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めてください。 

○ 清潔区域と不潔区域の区分を常に意識し、清潔物と不潔物を混在させたり共用したり

しないようにしてください。（不適切な例：使用後のリネン、オムツや汚物等と未使用

のリネンやオムツ等の同一場所での保管、複数利用者での櫛やタオル等の共用など）。 

○ 協力医療機関及び協力歯科医療機関は、事業所から近距離にあることが望ましいと

されています。 

○ 協力医療機関やバックアップ施設から利用者の入院や休日夜間等における対応につ

いて円滑な協力を得るため、当該協力医療機関等との間であらかじめ必要な事項を取

り決めておいてください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index_00003.html
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（３１）掲示 

 【施行規則第１９２条（第３２条準用）】 

 

① 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、介護従業者の勤務の体制、その他のサービ

スの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなりません。 

② 事業者は①に規定する事項を記載した書面を当該事業所に備え付け、かつ、これをいつ

でも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができま

す。 

ポイント 

○ 「掲示」はサービス開始時の重要事項説明書の交付に加え、継続的にサービスが行わ

れている段階においても、利用者の保護を図る趣旨で規定されていますので、利用者の

見やすい場所に掲示してください。 

○ 掲示すべき内容は重要事項説明書に網羅されていますので、重要事項説明書を掲示用

に加工し掲示しても差し支えありません。 

〇 運営規程等の重要事項について、事業所の掲示だけでなく、閲覧可能な形でファイル等で

備えおくこと等も可能です。 

 

【指導事例】 

●従業者しか出入りしない事務室内に重要事項説明書を掲示していた。 

●掲示している重要事項説明書や運営規程が、最新の内容に更新されていなかった。 

 

（３２）秘密保持等 

 【施行規則第１９２条（第３３条準用）】 

 

① 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らし

てはなりません。 

② 過去に従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家

族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。  

③ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利

用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておか

なければなりません。 

ポイント 

○ 「必要な措置」とは、従業者でなくなった後においても、これらの秘密を保持すべ

き旨を従業者の雇用の時に取り決め、例えば違約金についての定めを置くなどの措置

を講ずるべきとされています。 

○ 個人情報を用いる場合の同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包

括的な同意を得ておくことで足りるものです。 

○ 個人情報等の機密情報は鍵のかかる書棚に保管するなど取扱いに十分配慮してくだ

さい。また、持ち出し時も車内放置による紛失等に十分に注意してください。 

○ 個人情報保護法の遵守について 

 平成１７年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法

に沿って事業運営をしていかなければなりません。医療・介護関係事業者における個
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人情報の適切な取扱いのためのガイダンスが厚生労働省から出されています。 

 ⇒厚生労働省のホームページ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html  

 

【指導事例】 

●個人情報の使用について、家族から同意を得たことが書面上確認できなかった。 

●個人情報の使用する範囲や期間が明確になっていなかった。 

●排せつの記録といった個人情報の記録書類が誰でも閲覧可能な場所にあった。 

 

（３３）広告 

 【施行規則第１９２条（第３４条準用）】 

 

事業所について広告をする場合は、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはなりません。 

 

（３４）居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止 

 【施行規則第１９２条（第３５条準用）】 

 

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサービスを利用

させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはなりません。 

ポイント 

金品その他財産上の利益の収受は、指定の取消等を直ちに検討すべきとされる重大な

法令違反です。 
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（３５）苦情処理 

 【施行規則第１９２条（第３６条準用）】 

 

提供したサービスに関する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため

に、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければなりません。 

 

＜事業所が苦情を受けた場合＞ 

 利用者及びその家族からの苦情を受け付けた場合は、苦情に対し事業所が組織として迅速

かつ適切に対応し、当該苦情の内容等を記録しなければなりません。 

 

＜市に苦情があった場合＞ 

市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は市の職員からの質問若しくは照

会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又

は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなり

ません。 

市からの求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を報告しなけれ

ばなりません。 

 

＜国保連に苦情があった場合＞ 

 利用者からの苦情に関して国保連が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた

場合は、当該指導又は助言に従い必要な改善を行わなければなりません。 

国保連からの求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を報告しな

ければなりません。 

ポイント 

 

（３６）調査への協力等 

 【施行規則第１９２条（第９９条準用）】 

 

事業者は、提供したサービスが、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切に行われている

かどうかを確認するために市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた

場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなりません。 

  

＜利用者が事業所に苦情を申し出るための措置＞ 

  当該事業所における苦情を処理するために講じる措置の概要について明らかにし、相

談窓口の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する

文書（重要事項説明書等）に記載するとともに、事業所に掲示するべきこととされてい

ます。 

＜苦情に対するその後の措置＞ 

  事業所は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立

ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりま

せん。また、苦情を申し出た利用者等に対して、それを理由に不当な対応を行ってはい

けません。 



 

47 

 

（３７）地域との連携等 

 【施行規則第１９２条（第５６条の１６準用）】 

 

① 運営推進会議について 

（１） 事業者は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市の職員又は当該事業所が

所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、看護小規模多機能型居宅介護

について知見を有する者等により構成される「運営推進会議」を設置しなければなり

ません。 

 

（２） 運営推進会議は、おおむね３月に１回以上開催しなければなりません。（テレビ電

話装置等を活用して行うことができます。 

ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当

該利用者等の同意を得ければなりません。 

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守してください。） 

（３） 運営推進会議に対しては、通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況

を報告し、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴いてください。 

（４） 事業者は、運営推進会議における報告、評価、要望、助言等についての記録を作成

するとともに、当該記録を公表しなければなりません。 

② 事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等、

地域との交流を図ってください。  

③ 利用者からの苦情に関して、市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が

実施する事業に協力するよう努めなければなりません。 

ポイント 

 ＜解釈通知＞ 

 ★運営推進会議について 

運営推進会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとします。 

ただし、利用者又はその家族（以下この①において「利用者等」という。）が参加

する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけ

ればなりません。 

なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省

「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守してくださ

い。 

○ 事業者は、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開かれたサービスと

することで、サービスの質の確保を図ることを目的として、事業者自ら｢運営推進会議｣

を設置しなければなりません。 

○ 運営推進会議の構成員となる「地域住民の代表者」には、町内会役員や民生委員、老

人クラブの代表などが想定されます。地域によって、住民活動の状況なども異なってい

ることから、それぞれの地域の実情に応じて選出し、運営推進会議の主旨に十分納得し

た上で参加してもらうようにしてください。 

○ 運営推進会議への参加が市からの要請や団体の義務であるかのような説明をして、参

加を強要することがないようにしてください。 
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ポイント 

【参考】 

「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）」の送付について」介

護保険最新情報Ｖｏｌ．４５４（平成２７年４月１日） 

 

  

○ 運営推進会議の欠席者に対しては、会議で使用した資料を送付するなどで情報共有を

図ってください。なお、開催日時などに配慮しているにも関わらず、度々、欠席する構

成員については交代を検討してください。 

○ 運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲

げる条件を満たす場合は、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えあり

ません。ただし、合同で開催する回数が、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数

の半数を超えてはいけません。  

(ア) 利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保

護します。  

(イ) 同一の日常生活圏域内に所在する事業所です。ただし、事業所間のネットワーク

形成の促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所

在する事業所であっても差し支えありません。 

＜主な議題の例＞ 

ア 状況報告(利用者数、要介護度、年齢等) 

イ 活動状況報告(誕生日会等の事業所内活動、花見等の事業所外活動、避難訓練、ボラ

ンティアや研修の受け入れ状況の報告など) 

ウ 事業所内で発生した転倒等の事故の内容や件数、対応について 

工 自治会の催し物や避難訓練等の情報提供と利用者の参加可否の検討 

オ 事業所が抱える、地域住民とのトラブルについての検討(俳徊、騒音等) 

力 非常災害時の地域との連携について(消防団や自主防災隊との連携) 

＜議事録について＞ 

運営推進会議の議事録は、市介護保険課及び事業所が所在する地域を管轄する地域包括

支援センターに提出してください。 

〇 運営推進会議は、開催の目的に鑑みて、全構成員の参加が望ましいですが、毎回全て

の構成員が必ず参加しなければならないという趣旨でもなく、議題に応じて、適切な

構成員が参加することによって成り立たせることができます。 

   なお、「運営推進会議を活用した評価」として実施する会議については、市町村職

員又は地域包括支援センター職員、看護小規模多機能型居宅介護に知見を有し、公

正・中立な第三者の立場にある者の参加が条件になります。 
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（３８）居住機能を担う併設施設等への入居 

 【施行規則第１９２条（第１０１条準用）】 

 

事業者は、可能な限り、利用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを

前提としつつ、利用者が施設へ入所等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行

えるよう、必要な措置を講ずるよう努めてください。 

 

（３９）事故発生時の対応 

 【施行規則第１９２条（第３８条準用）】 

 

① サービスの提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係

る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければなりませ

ん。 

② 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければなりません。 

③ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければなりません。 

※ 賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入しておくか、又

は賠償資力を有する必要があります。 

 

ポイント 

 

→ 事故の報告は、市等に行うことになっています。事業所所在地の市、及び利用者の保険

者である市区町村に事故報告の範囲・方法について確認しておいてください。 

座間市の要領は、次に掲載しています。 

（掲載場所） 座間市ホームページ（https://www.city.zama.kanagawa.jp） 

> 健康・福祉・医療 > 介護保険 > 介護事業者向け情報 > 全サービス共通   

> 介護保険事業所における事故発生時の報告 

※「介護保険事業者における事故発生時の報告取扱要領」を必ず参照してください。 

○ 事故が起きた場合の連絡先・連絡方法について、あらかじめ事業所で定め、従業員に

周知してください。 

○ 事業所は、少なくとも事業所が所在する市において、どのような事故が起きた場合に

報告するか確認しておいてください。 

○ 事業所における損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）について把

握しておいてください。 

○ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備してください。 

＜具体的に想定されること＞ 

ア 介護事故等について報告するための様式を整備する。 

イ 介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生、又は発見ごとにその状況、背景等を

 記録するとともに、アの様式に従い介護事故等について報告すること。 

ウ 事業所において、報告した事例を集計し、分析すること。 

エ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介護事故等の発生

 原因、結果等をとりまとめ、防止策を検討すること。 

オ 報告した事例及び分析結果を職員に周知徹底すること。 

カ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。 

https://www.city.zama.kanagawa.jp/
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（４０）虐待の防止 

 【施行規則第１９２条（第３８条の２準用）】 

 

※ ３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務とされてい

ます。 

 

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなけれ

ばなりません。 

① 当該事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

従業者に周知徹底を図ること。 

② 当該事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

③ 当該事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

④ ③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

＜解釈通知＞ 

★虐待の防止について 

 

虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な

影響を及ぼす可能性が極めて高く、事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなけ

ればなりません。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等について

は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成１７年

法律第１２４号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであ

り、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げ

る観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとします。 

・ 虐待の未然防止 

事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提

供にあたる必要があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通

じて、従業者にそれらに関する理解を促す必要があります。同様に、従業者が高齢者

虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理

解していることも重要です。 

・ 虐待等の早期発見 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見し

やすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に

対する相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましいです。

また、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届

出について、適切な対応を行ってください。 

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、指定事

業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査

等に協力するよう努めることとします。 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はそ

の再発を確実に防止するために次に掲げる事項を実施するものとします。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、
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３年間の経過措置を設けており、令和６年３月３１日までの間は、努力義務とされて

います。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」とい

う。）は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発

を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構

成します。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催す

ることが必要です。また、事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用す

ることが望ましいです。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機敏なもの

であることが規定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であ

るとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要です。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設

置・運営することとして差し支えありません（※）。また、事業所に実施が求められ

るものですが、他のサービス事業者との連携により行うことも差し支えありません。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

します。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における

個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守してください。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとしま

す。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止

策等）は、従業者に周知徹底を図る必要があります。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるた  

    めの方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策 

    に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること  

② 虐待の防止のための指針（第２号） 

事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこ

ととします。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 
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ポイント 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．３ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９５２

（令和３年３月２６日）】 

（問１） 

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者

が１名だけということがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催

や研修を定期的にしなければならないのか。 

（答） 

  ・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関と

の連携を密にして、規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的

に実施していただきたい。小規模事業所においては他者・他機関によるチェッ

ク機能が得られにくい環境にあることが考えられることから、積極的に外部機

関等を活用されたい。 

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内

の複数事業所による合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係

機関等の協力を得て開催することが考えられる。 

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や

他委員会との合同開催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の

小規模事業所による外部講師を活用した合同開催等が考えられる。 

 

  

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基

礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該事業所における

指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとします。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事業者が指針に基づいた研修プ

ログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時に

は必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要です。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要です。研修の実施は、事業所

内での研修で差し支えありません。 

④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適

切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要です。当該担当者としては、虐待

防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましいです。  

※ 虐待防止検討委員会は、例えば感染対策委員会などの他の会議体を設置している

場合、これと一体的に設置・運営しても差し支えありませんが、運営推進会議とは

会議の趣旨が異なるため、参加メンバーの再検討や秘密保持の確保等慎重に内容を

精査する必要があるため、安易に一体的な設置・運営をすることはしないように、

御留意ください。 

※ 運営規程に「虐待の防止のための措置に関する事項」を追記する必要があります

が、追記後の変更届の提出は不要です。 
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（４１）会計の区分 

 【施行規則第１９２条（第３９条準用）】 

 

サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければなりません。 

 

（４２）記録の整備 

 【施行規則第１９１条】 

 

① 介護従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなりません。  

② 利用者に対するサービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５

年間保存しなければなりません。（座間市独自基準） 

（１） 居宅サービス計画 

（２） 看護小規模多機能型居宅介護計画  

（３） 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由の記録  

（４） 主治の意思による指示の文書 

（５） 看護小規模多機能型居宅介護報告書 

（６） 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（７） 市への通知に係る記録 

（８） 苦情の内容等の記録 

（９） 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録  

（１０） 運営推進会議の記録（報告、評価、要望、助言等） 

 

ポイント 

 

  

具体的な会計処理等の方法については、「介護保険の給付対象事業における会計の区

分について（平成１３年３月２８日老振発第１８号）」を参照してください。 

○ なお、「その完結の日」とは、②（１）から（９）までの記録については、個々の利用者

につき、契約の終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立

を含む。）により一連のサービス提供が終了した日、（１０）の記録については、運営推進

会議を開催し、報告、評価、要望、助言等の記録を公表した日とします。 

〇介護サービス事業者における諸記録の保存、交付等について、適切な個人情報の取り

扱いを求めた上で、電磁的な対応を原則認めることとします。 
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（４３）電磁的記録等 

 【施行規則第１９４条】 

 

① 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、作成、

保存その他これらに類するもののうち、この規則において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報

が記載された紙その他の有体物をいいます。以下この条において同じ。）で行うことが規

定されている又は想定されるもの（第１０条第１項（第５６条、第５６条の１９、第５６

条の１９の３、第５６条の３６、第７６条、第１０３条、第１２２条、第１４２条、第１

６９条、第１８０条及び第１９２条において準用する場合を含む。）、第１０９条第１項、

第１２９条第１項及び第１４７条第１項（第１８０条において準用する場合を含む。）並

びに次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作

られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行

うことができます。 

 

 

  

＜解釈通知＞ 

★電磁的記録等について 

  指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者等

（以下「事業者等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図るため、事業

者等は、この省令で規定する書面（被保険者証に関するものを除く。）の作成、保

存等を次に掲げる電磁的記録により行うことができることとしたものです。 

（１）電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によるものと

します。 

（２）電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によるものとします。 

① 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

② 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録

を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等

をもって調製するファイルにより保存する方法 

（３）その他、基準第１８３条第１項及び予防基準第９０条第１項において電磁的

記録により行うことができるとされているものは、（１）及び（２）に準じた方

法によるものとします。 

（４）また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守してく

ださい。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 
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② 指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型サービスの提供に当たる者は、交付、

説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」という。）のうち、

この規則において書面で行うことが規定されている又は想定されるものについては、当該

交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その

他人の知覚によって認識することができない方法をいう。）によることができます。 

 

 

  

＜解釈通知＞ 

★電磁的記録等について 

 

  利用者及びその家族等（以下「利用者等」という。）の利便性向上並びに事業者

等の業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行うことが規定されている又

は想定される交付等（交付、説明、同意、承諾、締結その他これに類するものをい

う。）について、事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法による

ことができることとします。 

（１）電磁的方法による交付は、基準第３条の７第２項から第６項まで及び予防基

準第１１条第２項から第６項までの規定に準じた方法によるものとします。 

（２）電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表

示をした場合等が考えられます。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月

１９日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にしてください。 

（３）電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする

観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用すること

が望ましいです。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月１９日内閣府・

法務省・経済産業省）」を参考にしてください。 

（４）その他、基準第１８３条第２項及び予防基準第９０条第２項において電磁的

方法によることができるとされているものは、（１）から（３）までに準じた方

法によるものとします。ただし、基準若しくは予防基準又はこの通知の規定によ

り電磁的方法の定めがあるものについては、当該定めに従ってください。 

（５）また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労

働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守してくださ

い。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html 
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Ⅲ 介護報酬請求上の注意点について 

 

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年３月１４日

厚生労働省告示第１２６号） 

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護

予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい

て（平成１８年３月３１日老計発０３３１００５・老振発０３３１００５・老老発０３３

１０１８、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知） 

（以下「解釈通知」という） 

１ 基本報酬 

（１）地域区分（１単位の単位） 「５級地」…１０．５５円 

（２）小規模多機能型居宅介護費 

 イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） 

   同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 

要介護１ １２，４３８単位 

要介護２ １７，４０３単位 

要介護３ ２４，４６４単位 

要介護４ ２７，７４７単位 

要介護５ ３１，３８６単位 

 

 ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） 

要介護１ ５７０単位 

要介護２ ６３７単位 

要介護３ ７０５単位 

要介護４ ７７２単位 

要介護５ ８３８単位 

 

※ 看護小規模多機能型居宅介護の料金早見表については、本市ホームページをご参照くだ

さい。 

https://www.city.zama.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/999

/timitu.pdf 

 

＜基本報酬の算定について＞ 

① 看護小規模多機能型居宅介護費は、当該事業所へ登録した者について、登録者の居住す

る場所及び要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を

算定します。月途中から登録した場合又は月途中から登録を終了した場合には、登録して

いた期間（登録日から当該月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応し

た単位数を算定することとなります。また、月途中から看護小規模多機能型居宅介護事業

所と同一建物に転居した場合又は月途中から看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建

物から同一建物ではない建物に転居した場合には、居住していた期間に対応した単位数を

算定します。 

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が事業者と利用契約を結んだ日では

なく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日となります。ま

た、「登録終了日」とは、利用者が事業者との間の利用契約を終了した日となります。 

② 「同一建物」とは、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と構造上又は外形上、一体

https://www.city.zama.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/999/timitu.pdf
https://www.city.zama.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/002/999/timitu.pdf
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的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向

け住宅に限る。）を指すものであり、具体的には、当該建物の一階部分に小規模多機能型

居宅介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一

敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しません。また、ここでい

う同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該看護小規模多機能型居宅介

護事業所の看護小規模多機能型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当します。 

 

（３）短期利用居宅介護費について 【算定前に届出が必要】 

 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に届け出た事業所におい

て、サービス提供を行った場合に、登録者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数

を算定します。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・七十四（五十四準用）） 

① 利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門

員が、緊急に利用することが必要と認めた場合であって、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所の介護支援専門員が、当該事業所の登録者に対するサービスの提供に支障がない

と認めた場合であること。 

② 利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族等

の疾病等やむを得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定めること。 

③ 人員基準を満たしていること。 

④ サービス提供が過小である場合の減算に該当しないこと。 

 

※ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員からの要請で利用者を受け入れた際は、必ず

看護小規模多機能型居宅介護計画を作成しなければなりません。 

※ 登録者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護又は認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護を受けている間は、複合型サービス費は、算定できません。 

※ 登録者が一の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、指定看護小規模多機能

型居宅介護を受けている間は、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所が指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合に、複

合型サービス費は、算定できません。 

  

＜解釈通知＞ 

★短期利用居宅介護費について 

・宿泊室を活用する場合については、登録者の宿泊サービスの利用者と登録者以外の

短期利用者の合計が、宿泊サービスの利用定員の範囲内で、空いている宿泊室を利用

するものとします。 
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【介護制度改革 informationＶoｌ．１２７事務連絡介護老人福祉施設及び地域密着

型サービスに関するＱ＆Ａ (平成１８年９月４日)】 

（問４２） 

入院により、通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスのいずれも利用し

得ない月であっても、小規模多機能型居宅介護費の算定は可能か。 

（答） 

登録が継続しているなら、算定は可能であるが、お尋ねのような場合には、サービ

スを利用できないのに利用者負担が生じることに配慮して、基本的には、一旦契約を

終了すべきである。 
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２ 加算  

 

（１）初期加算  

（３０単位／日） 

  

登録した日から起算して３０日以内の期間について加算します。なお、３０日を超える病院又

は診療所への入院後にサービスの利用を再び開始した場合も、同様に加算します。 

 

【全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料介護老人福祉施設及び地域密着型

サービスに関するＱ＆Ａ (平成１９年２月１９日)】 

（問１３） 

小規模多機能型居宅介護事業所に登録していた利用者が、一旦登録を解除し

て、再度、解除日の２週間後に当該小規模多機能型居宅介護事業所に登録する

場合、初期加算は再登録の日から３０日間算定することは可能か。 

（答） 

病院等に入院のため、小規模多機能型居宅介護事業所の登録を解除した場合で、入

院の期間が３０日以内のときは、再登録後に初期加算は算定することはできないが、

そうでない場合は、初期加算を算定することは可能である。 

 

（２）認知症加算 【算定前に届出が必要】 

（加算（Ⅰ）８００単位／月、加算（Ⅱ）５００単位／月） 

 

次の登録者に対してサービス提供を行った場合は、１月につきそれぞれ所定単位数を算定でき

ます。 

 

ア 認知症加算（Ⅰ）…認知症日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はＭの者 （８００単位／月） 

イ 認知症加算（Ⅱ）…要介護２かつ認知症日常生活自立度Ⅱの者（５００単位／月） 

 

○「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について 

（指定地域密着型サービスの介護報酬留意事項通知第二の１通則(１２)） 

 

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用につい

て」(平成５年１０月２６日老健第１３５号厚生省老人保健福祉局長通知)に規定する

「認知症高齢者日常生活自立度」(以下「日常生活自立度」という。)を用いる場合の

日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書(以下この号に

おいて「判定結果」という。)を用いるものとする。 

② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サービス

のサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、「要介護認定等の

実施について」(平成２１年９月３０日老発０９３０第５号厚生労働省老健局長通知)

に基づき、主治医が記載した同通知中「３ 主治医の意見の聴取」に規定する「主治医

意見書」中「３．心身の状態に関する意見 (１)日常生活自立度等について・認知症高

齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお、複数の判定結果がある場

合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。 

③ 医師の判定が無い場合(主治医意見書を用いることについて同意が得られていない場
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合を含む)にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が記入

した同通知中「２(４) 認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票(基本

調査)」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。 

 

【平成２１年 4 月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖoｌ．２)】 

（問３９） 

「認知症高齢者の日常生活自立度」を基準とした加算について、医師が判定した場

合、その情報は必ず文書で提供する必要があるのか。 

（答） 

  医師が判定した場合の情報提供の方法については特に定めず、必ずしも診断書や文

書による診療情報提供を義務づけるものではない。 

 

（３）認知症行動・心理症状緊急対応加算  

（２００単位／日） 

 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に短期

利用居宅介護を利用することが適当であると判断した利用者に対し、サービスを行った場合は、

利用を開始した日から起算して７日を限度として算定できます。 

 

 

＜解釈通知＞ 

★認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

 

①「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・

幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものです。 

 

②本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用

（短期利用居宅介護費）が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援

専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、短期利用

（短期利用居宅介護費）を開始した場合に算定することができます。本加算は医

師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるもの

とします。 

この際、短期利用（短期利用居宅介護費）ではなく、医療機関における対応が

必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報

提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がありま

す。 

 

③次に掲げる者が、直接、短期利用（短期利用居宅介護費）を開始した場合には、

当該加算は算定できません。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入

居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型

共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定
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施設入居者生活介護を利用中の者 

 

④判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録してください。また、

事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護

サービス計画書に記録してください。 

 

⑤７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症

状」が認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるため

であり、利用開始後８日目以降の短期利用（短期利用居宅介護費）の継続を妨げ

るものではないことに留意してください。 

 

（４）若年性認知症利用者受入加算 【算定前に届出が必要】 

（８００単位／月） 

 

受け入れた若年性認知症利用者（６５歳の誕生日の前々日まで算定可）ごとに個別の担当者を

定め、その者を中心に特性やニーズに応じたサービス提供を行った場合に算定できます。認知症

加算を算定している場合は、算定できません。 

 

【平成３０年介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１)(平成３０年３月２３日)】 

（問４０） 

若年性認知症利用者受入加算について、小規模多機能型居宅介護や看護小規模多機能

型居宅介護のように月単位の報酬が設定されている場合、６５歳の誕生日の前々日が含

まれる月はどのように取り扱うのか。 

（答） 

  本加算は６５歳の誕生日の前々日までは対象であり、月単位の報酬が設定されてい

る小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護については６５歳の誕生日

の前々日が含まれる月は月単位の加算が算定可能である。 

 

（５）栄養アセスメント加算 【算定前に届出が必要】 

（５０単位／月） 

 

次に掲げるいずれの基準にも適合している事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員

等と共同して栄養アセスメントを行った場合に算定できます。ただし、当該利用者が栄養改善加

算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属す

る月は、算定できません。 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置している

こと。 

（２） 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同

して栄養アセスメントを実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談

等に必要に応じ対応すること。 

（３） 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当たって、当

該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

（４） 定員超過利用・人員基準欠如等に該当していないこと。 
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＜解釈通知＞ 

★栄養アセスメント加算について 

 

① 栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われ

るケアマネジメントの一環として行われることに留意してください。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算

の対象事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算

の算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の

管理栄養士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士

会若しくは都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）

との連携により、管理栄養士を１名以上配置して行ってください。 

③ 栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順に

より行ってください。あわせて、利用者の体重については、１月毎に測定してく

ださい。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同し  

  て、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄 

  養管理上の課題の把握を行うこと。 

ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決 

  すべき栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。 

ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援 

  専門員と情報共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検 

  討するように依頼すること。 

④ 原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け

ている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメン

ト加算は算定しませんが、栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメントの結

果、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合は、栄

養アセスメント加算の算定月でも栄養改善加算を算定できます。 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととします。

ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」を参照してください。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情

報を活用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan）、当該決定に

基づく支援の提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえ

た栄養管理の内容の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイク

ル）により、サービスの質の管理を行ってください。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持

向上に資するため、適宜活用されます。 

 

令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．３ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９５２（令

和３年３月２６日】 

○ 管理栄養士による居宅療養管理指導、栄養アセスメント加算、栄養改善加算、
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栄養管理体制加算について 

 

（問１５） 

外部との連携について、介護保険施設の場合は「栄養マネジメント強化加算の

算定要件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管

理栄養士を１名以上配置しているものに限る。」とあるが、栄養マネジメント強

化加算を算定せず、介護保険施設に常勤の管理栄養士が１名いる場合は、当該施

設の管理栄養士が兼務できるのか。 

（答） 

入所者の処遇に支障がない場合には、兼務が可能である。ただし、人員基準に

おいて常勤の栄養士又は管理栄養士を１名以上配置することが求められる施設

（例：１００床以上の介護老人保健施設）において、人員基準上置くべき員数で

ある管理栄養士については、兼務することはできない。 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．１０ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９９１

（令和３年６月９日】 

（問１） 

利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合、栄養アセスメント加算の

算定事業者はどのように判断するのか。 

 

（答） 

 利用者が、複数の通所事業所等を利用している場合は、栄養アセスメントを行

う事業所について、 

・ サービス担当者会議等で、利用者が利用している各種サービスと栄養状態との

関連性や実施時間の実績、利用者又は家族の希望等も踏まえて検討した上で、 

・ 介護支援専門員が事業所間の調整を行い、決定することとし、 

原則として、当該事業所が継続的に栄養アセスメントを実施すること。 
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（６）栄養改善加算 【算定前に届出が必要】 

（２００単位／回） 

 

次に掲げるいずれの基準にも適合している事業所が、低栄養状態にある利用者又はそのおそれ

のある利用者に対して、栄養改善サービスを行った場合は、栄養改善加算として３月以内の期間

に限り１月に２回を限度として１回につき所定単位数に加算します。 

ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態

が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き

続き算定することができます。 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置している

こと。 

（２） 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂

食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

（３） 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、管理栄養

士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録して

いること。 

（４） 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（５） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

＜解釈通知＞ 

★栄養改善加算について 

 

① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われる

ケアマネジメントの一環として行われることに留意してください。 

 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養改善加算の対象事

業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要

件として規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養

士を１名以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しく

は都道府県栄養士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携

により、管理栄養士を１名以上配置して行ってください。 

 

③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、以下のイからホのいずれかに該当する者

など低栄養状態にある者又はそのおそれがある者であって、栄養改善サービスの

提供が必要と認められる者としてください。 

イ ＢＭＩが１８.５未満である者 

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実

施について」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１厚生労働省老健局長

通知）に規定する基本チェックリストのNo．１１の項目が「１」に該当する者 

ハ 血清アルブミン値が３.５ｇ／dl以下である者 

ニ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 

なお、次のような問題を有する者については、前記イからホのいずれかの項目

に該当するかどうか、適宜確認されたい。 
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・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する

（１３）、（１４）、（１５）のいずれかの項目において 「１」に該当する者な

どを含む。） 

・ 生活機能の低下の問題 

・ 褥瘡に関する問題 

・ 食欲の低下の問題 

・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する（１６）、

（１７）のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する（１８）、（１９）、

（２０）のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する（２１）から（２５）の項

目において、二項目以上「１」に該当する者などを含む。） 

 

④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされま

す。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者（以下「関連職種」という。）が暫定的に、利用者ごとの摂食・嚥下機能及

び食形態にも配慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄

養アセスメント」という。）を行い、栄養食事相談に関する事項（食事に関す

る内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等に対し関連職種が共同して

取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケ

ア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明

し、その同意を得ること。なお、認知症対応型通所介護においては、栄養ケア

計画に相当する内容を認知症対応型通所介護計画の中に記載する場合は、その

記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提

供すること。その際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画

を修正すること。 

ニ 栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結

果、課題がある場合は、当該課題を解決するため、利用者又はその家族の同意

を得て、当該利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の具体的

な課題の把握や、主として食事の準備をする者に対する栄養食事相談等の栄養

改善サービスを提供すること。 

ホ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、

概ね三か月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を

担当介護支援専門員や利用者の主治の医師に対して情報提供すること。 

へ 指定地域密着型サービス基準第６１条において準用する第３条の１８に規定

するサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養

士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善

加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとす

ること。 

 

⑤ 概ね３か月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であ
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って、継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果

が期待できると認められるものについては、継続的に栄養改善サービスを提供し

ます。 

 

（７）口腔・栄養スクリーニング加算  

（加算（Ⅰ）２０単位／回、加算（Ⅱ）、５単位／回）※６月に１回を限度とする。 

 

●口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）２０単位／回 

 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していない事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月

ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニング及び栄養状態のスクリーニングを行い、当該情

報を利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、１回につき所定単位数を加算します。 

ただし、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定し

ている場合にあっては算定できません。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・十九の二） 

 イ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 

  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 （１） 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、当該

利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康状態が低下しているお

それのある場合にあっては、その改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する

介護支援専門員に提供していること。 

 （２） 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者

の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態の改

善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

 （３） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 （４） 算定日が属する月が、次に掲げる基準のいずれにも該当しないこと。 

   ① 栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄

養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属

する月であること。 

   ② 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを受けている間で

ある又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

 

●口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）５単位／回 

 

利用者が、栄養改善加算や口腔機能向上加算を算定している場合に、口腔の健康状態と栄養状

態のいずれかの確認を行い、当該情報を利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合に、１

回につき所定単位数を加算します。 

ただし、栄養アセスメント加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定しており加算（Ⅰ）

を算定できない場合にのみ算定可能です。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・十九の二） 

  ロ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 

  次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

 （１） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
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   ① イ（１）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

   ② 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している又は当該利用者が栄養改

善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは当該栄養改善サー

ビスが終了した日の属する月であること。 

   ③ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サー

ビスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月ではないこ

と。 

 （２） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

   ① イ（２）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

   ② 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、当該利用者が

栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間又は当該栄養改善サービス

が終了した日の属する月ではないこと。 

   ③ 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サー

ビスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終了した日の属する月であること。 

 

＜解釈通知＞ 

★口腔・栄養スクリーニング加算について 

 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態に関するスクリーニン

グ（以下「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下

「栄養スクリーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一

環として行われることに留意すること。 

② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者につい

て、それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供す

ること。 

イ 口腔スクリーニング 

 a  硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

 b  入れ歯を使っている者 

  c むせやすい者 

ロ 栄養スクリーニング 

a ＢＭＩが１８.５未満である者 

b １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に

ついて」（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知）

に規定する基本チェックリストの No.１１の項目が「１」に該当する者 

c 血清アルブミン値が３.５g/dl 以下である者 

d 食事摂取量が不良（７５%以下）である者 

③ 栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決

定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを

継続的に実施すること。 

④ 栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算に係る

栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定

月でも栄養改善加算を算定できること。 
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【平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) （平成３０年３月２３日）】  

（問３０） 

当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用している

場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（答） 

サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実

績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サ

ービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 

 

【平成３０年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．６) （平成３０年８月６日）】  

（問２） 

栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定し

ている場合に当たっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定して

から６か月を空ければ当該事業所で算定できるか。 

（答） 

６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成３０年度

介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖoｌ．１）」（平成３０年３月２３日）の通所系・居

宅系サービスにおける栄養スクリーニング加算に係る問３０を参照されたい。 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．３) （令和３年３月２６日）】  

（問２０） 

令和２年１０月以降に栄養スクリーニング加算を算定した事業所において、令和３

年４月に口腔・栄養スクリーニング加算を算定できるか。 

（答） 

算定できる。 
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（８）口腔機能向上加算 【算定前に届出が必要】 

※３月以内の期間に限り、１月に２回を限度とする。 

（加算（Ⅰ）１５０単位／回、加算（Ⅱ）１６０単位／回） 

 

口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔機能

の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・えん下機能に

関する訓練の指導若しくは実施で、利用者の心身の状態の維持・向上に資すると認められること

を行った場合に算定できます。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・七十五の二（二十準用）） 

●口腔機能向上加算（Ⅰ）１５０単位／回 

（１） 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

（２） 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、生活相

談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して

いること。 

（３） 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が

口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録してい

ること。 

（４） 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価すること。 

（５） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

●口腔機能向上加算（Ⅱ）１６０単位／回 

加算（Ⅰ）の取組に加え、口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔機

能向上サービスの実施にあたって当該情報その他口腔衛生の管理の適切かつ有効な実施のために

必要な情報を活用していること。 

 

＜解釈通知＞ 

★口腔機能向上加算について 

 

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごと 

に行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意してください。 

 

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行ってください。 

 

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当 

する者であって、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者としてくだ 

さい。 

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目に

おいて「１」以外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する（１３）、（１４）、（１５）の

３項目のうち、２項目以上が「１」に該当する者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定される
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ことから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師へ

の情報提供、受診勧奨などの適切な措置を講じることとします。なお、歯科医療

を受診している場合であって、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあって

は、加算は算定できません。 

イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定している

場合 

ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療法を算定していな

い場合であって、介護保険の口腔機能向上サービスとして「摂食・嚥下機能に

関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合 

 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなさ

れます。 

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用

者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言

語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が

共同して取り組むべき事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成する

こと。作成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービス

の対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域

密着型通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する内容を地域

密着型通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管

理指導計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員

等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改

善管理指導計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検

討し、おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、

当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して

情報提供すること。 

ホ 指定地域密着型サービス基準第３７条において準用する第３条の１８に規定

するサービスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に

従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録

する場合は、当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔

機能を定期的に記録する必要はないものとすること。 

 

⑥ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であっ

て、継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うこと

により、口腔機能の向上又は維持の効果が期待できると認められるものについて

は、継続的に口腔機能向上サービスを提供します。 

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められ

る状態の者 

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

 

⑦ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととします。
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ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示に

ついて」を参照にしてください。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情

報を活用し、利用者の状態に応じた口腔機能改善管理指導計画の作成（Plan）、

当該計画に基づく支援の提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結

果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサ

イクル）により、サービスの質の管理を行ってください。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持

向上に資するため、適宜活用されます。 

 

（９）退院時共同指導加算  

（６００単位／回） 

 

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中の者が退院又は退

所するに当たり、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の保健師、看護師又は理学療

法、作業療法士若しくは言語聴覚士が退院時共同指導(当該者又はその看護に当たっている

者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の主治の医師その他の職員

と共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により提供することをいい

ます)を行った後、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の訪問看護サービスを行

った場合に、退院時共同指導加算として、当該退院又は退所につき１回(特別な管理を必要

とする利用者については２回)に限り、所定単位数を加算します。 

 

＜特別な管理を必要とする利用者＞（厚労告第９４号・五十三（六に規定する状態）） 

次のいずれかに該当する状態 

イ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者

指導管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している

状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在

宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管

理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続腸圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼通管理指導管

理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

二 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

＜解釈通知＞ 

★退院時共同指導加算の取扱い 

 

① 当該加算は、初回の訪問看護サービスを実施した日の属する月に算定します。な

お、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定

できます。 

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者(特別な管理を必要とする利用者)に対し

て、複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のほか、看護小規模多機能型居

宅介護事業所又は訪問看護ステーションが退院時共同指導を行う場合にあっては、１
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【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) （平成２４年３月１６日）】  

（問４１） 

退院時共同指導加算は、退院又は退所 1 回につき 1 回に限り算定できることとされて

いるが、利用者が１ヶ月に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定ができるの

か。 

（答） 

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同指導を２回行った場合でも退

院後１度も訪問看護を実施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は１回のみ算

定できる。 

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の提供→再入院→退院時共同指導→訪問看

護の実施 

（例２）退院時共同指導加算は１回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院時共同指導→訪問看護の実施 

 

  

回ずつの算定も可能です。 

③ 複数の事業所等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する保険医療

機関又は介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の事業所等における退院時

共同指導の実施の有無について確認してください。 

④ この加算を請求した月は、訪問看護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護におけ

る退院時共同指導加算や、医療保険による訪問看護における当該加算は算定できませ

ん(②の場合を除く)。 

⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を看護小規模多機能型居宅介護記録書に

記録してください。 
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（１０）緊急時訪問看護加算 【算定前に届出が必要】 

（５７４単位／月） 

 

利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる

体制にある事業所が、利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して２４時間連絡できる

体制であって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制にある場合に

加算を算定できます。 

 

 

 

  

＜解釈通知＞ 

★緊急時訪問看護加算について 

 

① 利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時

対応できる体制にある事業所で算定できます。 

② 当該事業所の看護師等が訪問看護サービスを受けようとする者に対して、当該体制

にある旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う体制にある場合

には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に算定できます。 

③ 介護保険の給付対象となる訪問看護サービスを行った日の属する月の所定単位数に

加算します。 

④ この加算を請求した月は、訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護における緊急

時訪問看護加算並びに医療保険による訪問看護における２４時間対応体制加算は算定

できません。 

⑤ １人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。このため、利用者に対

して、他の事業所から緊急時訪問看護加算に係る訪問看護を受けていないか確認して

ください。 

⑥ この加算は、利用者や居宅介護支援事業所が看護小規模多機能型居宅介護事業所を

選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、緊急時訪問看護加算の算定

に当たっては、届出に係る加算等の算定の開始時期によらず、届出を受理した日から

算定できます。 
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（１１）特別管理加算 【算定前に届出が必要】 

（特別管理加算（Ⅰ）５００単位／月、特別管理加算（Ⅱ）２５０単位／月） 

 

特別な管理を必要とする利用者に対して、事業所が指定看護小規模多機能型居宅介護（看護サ

ービスを行う場合に限る。）の実施に関する計画的な管理を行った場合は、厚生労働大臣が定め

る区分に応じて、１月につき次に掲げる所定単位数を加算できます。 

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合には、次に掲げるその他の加算は算定

できません。 

 

＜厚生労働大臣が定める区分＞（厚労告第９４号・五十四） 

（１） 特別管理加算（Ⅰ）（５００単位／月） 

第六号イに規定する状態にある者（※厚労告第９４号六参照）に対して指定看護小規模多機能

型居宅介護を行う場合 

 

（２） 特別管理加算（Ⅱ）（２５０単位／月） 

第六号ロ、ハ、二又はホに規定する状態にある者（※厚労告第９４号・六参照）に対して指定

看護小規模多機能型居宅介護を行う場合 

 

※ 厚労告第９４号六 

イ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅悪性腫瘍等患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導

管理を受けている状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸

素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自

己導尿指導管理、在宅持続腸圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼通管理指導管理又は在宅肺高

血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

二 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

 

＜解釈通知＞ 

★特別管理加算について 

 

① 利用者や居宅介護支援事業所が看護小規模多機能型居宅介護事業所を選定する上で

必要な情報として届け出させること。 

② 介護保険の給付対象となる看護サービスを行った日の属する月に算定します。 

③ この加算を介護保険で請求した月は、訪問看護及び定期巡回・随時対応型訪問介護

看護における特別管理加算並びに医療保険による訪問看護における特別管理加算は算

定できません。 

④ １人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。 

⑤ 「真皮を越える褥瘡の状態」とは、NPUAP（National Pressure Ulcer of Advisory

 Panel）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又は DESIGN 分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、

Ｄ４若しくはＤ５に該当する状態をいいます。 

⑥ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対してこの加算を算定する場合には、１週

間に１回以上、褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価(褥瘡の深さ、滲出液、大き
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【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．１) （平成２４年３月１６日）】  

（問２９） 

留置カテーテルが挿入されていれば、特別管理加算は算定できるのか。 

（答） 

留置カテーテルからの排液の性状、量などの観察、薬剤の注入、水分バランスの計

測等計画的な管理を行っている場合は算定できるが、単に留置カテーテルが挿入され

ているだけでは算定できない。 

また、輸液用のポート等が挿入されている場合であっても、訪問看護において一度

もポートを用いた薬剤の注入を行っていない場合は、計画的な管理が十分に行われて

いないため算定できない。 

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別管理加算につ

いても同様の取扱いとなる。 

（問３０） 

特別管理加算は１人の利用者につき１か所の訪問看護事業所しか算定できないが、

定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合など訪問看護

事業所以外の事業所であれば同一月に複数の事業所で特別管理加算を算定できるの

か。 

（答） 

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サ

ービスを利用することはできないため算定できない。 

ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

又は複合型サービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサービスを利用するこ

とになるが、このような場合であっても特別管理加算は１人の利用者につき１事業所

しか算定できないため、費用の分配方法については事業所間の合議により決定された

い。 

なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（２回算定

出来る場合を除く）についても同様の取扱いとなる。 

（問３２） 

「点滴注射を週３回以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加算

さ、炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット)を行い、褥瘡の発生部位及び実施

したケア(利用者の家族等に行う指導を含む)について看護小規模多機能型居宅介護記

録書に記録してください。 

⑦ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医師が点

滴注射を週３日以上行うことが必要である旨の指示を看護小規模多機能型居宅介護事

業所に行った場合であって、かつ、当該事業所の看護職員が週３日以上点滴注射を実

施している状態をいいます。 

⑧ ⑦の状態にある者に対してこの加算を算定する場合は、点滴注射が終了した場合そ

の他必要が認められる場合には、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告す

るとともに、看護小規模多機能型居宅介護記録書に点滴注射の実施内容を記録してく

ださい。 

⑨ 訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診療を受けることが

できるよう必要な支援を行ってください。 
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を算定する場合の医師の指示は在宅患者訪問点滴注射指示書であることが必要か。 

（答） 

在宅患者訪問点滴注射指示書である必要はなく、医師の指示があることがわかれば

通常の訪問看護指示書その他の様式であっても差し支えない。ただし、点滴注射の指

示については７日毎に指示を受ける必要がある。 

（問３２） 

予定では週３日以上の点滴注射指示が出ていたが、利用者の状態変化等により３日

以上実施出来なかった場合は算定できるのか。 

（答） 

算定できない。 

【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．２) （平成２４年３月３０日）】  

（問３） 

「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加算

を算定する場合、週や月をまたがって週３日の要件を満たす場合はどのように取り扱

うのか。 

（答） 

点滴注射を７日間の医師の指示期間に３日以上実施していれば算定可能である。 

例えば４月２８日（土曜日）から５月４日（金曜日）までの７日間点滴を実施する

指示が出た場合（指示期間＊１）は、算定要件を満たす３日目の点滴を実施した４月

に特別管理加算を算定する。加算は医師の指示期間につき１回算定できるが、月をま

たいだ場合でも、４月、５月それぞれ３回以上点滴を実施しても両月で特別管理加算

を算定することはできない。なお、上記の場合、５月中に再度点滴注射の指示（＊

２）があり要件を満たす場合は、５月も算定可能となる。 

 
 

【平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Ｖoｌ．３) （平成２４年４月２５日）】  

（問３） 

今回の改定において特別管理加算の対象者から、ドレーンチューブを使用している

状態が削除されているが、ドレーンチューブを使用している状態にある利用者に訪問

看護を行った場合に特別管理加算は算定できなくなったのか。 

（答） 

ドレーンチューブを使用している状態にある者は、留置カテーテルを使用している
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状態にある者に含まれるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定することが可能である。 

（問４） 

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者については特別管理加算（Ⅰ）と特別

管理加算（Ⅱ）のどちらを算定するのか。 

（答） 

経管栄養や中心静脈栄養の状態にある利用者は留置カテーテルを使用している状態

にある者であるため、特別管理加算（Ⅰ）を算定する。 

 

（１２）ターミナルケア加算 【算定前に届出が必要】 

 （２，０００単位／月） 

 

在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所で死亡した利用者(ターミナルケア実施後、

２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む)について、死亡日及び死亡日前１４日以内に２

日(末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める状態にある利用者に訪問看護を行っている場合

は１日)以上、ターミナルケアを行った場合に当該利用者の死亡月につき所定単位数を加算でき

ます。 

 

＜厚生労働大臣が定める状態＞（厚労告第９４号・五十五（八に規定する状態）） 

イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチント

ン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基

底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生

活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、

オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性

全脳炎、ライソゾーム病、副賢白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢

性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及び人工呼吸器を使用している

状態 

ロ 急性憎悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状

態 

 

＜解釈通知＞ 

★ターミナルケア加算について 

 

① この加算は、利用者の死亡月に算定することとされていますが、ターミナルケアを

最後に行った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定して

ください。 

② １人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。 

③ この加算を請求した月は、訪問看護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護におけ

るターミナルケア加算や、医療保険による訪問看護における訪問看護ターミナルケア

療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下、「ターミナル

ケア加算等」という。）は算定できません。 

④ 一の事業所において、死亡日及び死亡日前１４日以内に医療保険又は介護保険によ

る訪問看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてタ

ーミナルケア加算等を算定してください。この場合、他制度の保険によるターミナル
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ケア加算等は算定できません。 

⑤ ターミナルケアの提供においては、次の事項を看護小規模多機能型居宅介護記録書

に記録しなければなりません。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者や家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの

経過の記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把

握し、それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プ

ロセスに関するガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話

し合いを行い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上対応して

ください。 

⑥ ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４時間以

内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケア加算を算定することができ

ます。 

⑦ ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図る

よう努めてください。 
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（１３）看護体制強化加算 【算定前に届出が必要】 

 （加算（Ⅰ）３，０００単位／月、加算（Ⅱ）２，５００単位／月） 

 

医療ニーズの高い中重度の要介護者が療養生活を送るために必要な居宅での支援に取り組む指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所の実績を評価するものです。 

医療ニーズの高い利用者への指定看護小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、

下記基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算します。 

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定できません。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・七十八） 

ア 看護体制強化加算（Ⅰ） （３，０００単位／月） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、主治の医師の指示に基づく看護サービスを提供した利用者の占

める割合が１００分の８０以上であること。 

（２） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分

の５０以上であること。 

（３） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の２０

以上であること。 

（４） 算定日が属する月の前１２月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にお

けるターミナルケア加算（指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の複合型サービ

ス費のヌの加算をいう。）を算定した利用者が１名以上であること。 

（５） 登録特定行為事業者又は登録喀痰吸引等事業者として届出がなされていること。 

 

イ 看護体制強化加算（Ⅱ） （２，５００単位／月） 

 上記（１）から（３）までのすべてに適合すること。 

 

  

＜解釈通知＞ 

★看護体制強化加算について 

 

① 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護師等が、当該加算の内容につい

て利用者又はその家族への説明を行い、同意を得てください。 

② 看護体制強化加算を算定するに当たっては、断続的に所定の基準を維持しなければ

なりません。なお、その割合については、台帳等により毎月記録するものとし、所定

の基準を下回った場合については、直ちに加算の取り下げの届出を提出しなければな

りません。 

③ 看護体制強化加算は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者によって

(Ⅰ)又は(Ⅱ)を選択的に算定することができないものであり、当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所においていずれか一方のみを届出してください。 

④ 看護体制強化加算については、区分支給限度基準額から控除します。 
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【平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(平成２７年４月１日)】 

（問１７５） 

留意事項通知における「前３月間において、当該事業所が提供する看護サービスを２

回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１とし

て数えること」とは、例えば、３月～５月にかけて継続して利用している利用者Ａは１

人、３月に利用が終了した利用者Ｂも１人と数えるということで良いか。 

（答）貴見のとおりである。具体的には問２３の表を参照のこと。 

（問１７６） 

仮に、６月に算定を開始する場合、届出の内容及び期日はどうなるのか。 

（答） 

  訪問看護体制強化加算の算定に当たっては「算定日が属する月の前３月間」におい

て看護サービスを提供した実利用者の割合、特別管理加算及び緊急時訪問看護加算を

算定した実利用者の割合を算出する必要がある。 

  仮に、６月に算定を開始する場合は、５月１５日以前に届出を提出する必要がある

ため、５月分は見込みとして３月・４月・５月の３月間の割合を算出することとな

る。 

  なお、５月分を見込みとして届出を提出した後に、加算が算定されなくなる状況が

生じた場合には、速やかにその旨を届出すること。 

３月 ４月 ５月 ６月 

実績で割合を算出

する。 

実績で割合を算出

する。 

１５日以前に届出が必

要。届出日以降分は見込

みで割合を算出する。 

算定月 
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（１４）訪問体制強化加算 【算定前に届出が必要】 

 （１，０００単位／月） 

 

厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た看護小規模多機能型居宅介護事

業所が、登録者の居宅における生活を継続するための指定看護小規模多機能型居宅介護の提供体

制を強化した場合に加算します。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号七十八の二） 

○ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供する訪問サービス（看護サービスを除く。以

下同じ。）の提供に当たる常勤の従業者（保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士及び言語聴覚士を除く。）を２名以上配置していること。 

○ 算定日が属する月における提供回数について、当該事業所における延べ訪問回数が１月当た

り延べ２００回以上であること。ただし、事業所と同一の建物に集合住宅（養護老人ホーム、

軽費老人ホーム若しくは有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であって登録を受け

たものに限る。）を併設する場合は、登録者の総数のうち、同一建物居住者以外の者の占める

割合が１００分の５０以上であって、かつ、同一建物居住者以外の者に対する延べ訪問回数が

１月当たり２００回以上であること。 

 

 

【平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）】 

（問１６４） 

訪問体制強化加算について、訪問サービスを担当する常勤の従業者は、小規模多機

能型居宅介護の訪問サービス以外の業務に従事することは可能か。 

（答） 

「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業者とし

て固定しなければならないという趣旨ではなく、当該小規模多機能型居宅介護事業所

における訪問サービス以外の業務に従事することも可能である。 

 

＜解釈通知＞ 

★訪問体制強化加算について 

 

① 訪問サービスを担当する常勤の従業者を２名以上配置する指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所において、当該事業所における全ての登録者に対する訪問サービスの

提供回数が１月当たり延べ２００回以上である場合に当該加算を算定する。当該加算

を算定する場合にあっては、当該訪問サービスの内容を記録しておくこと。 

② 「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業者とし

て固定しなければならないという趣旨ではなく、訪問サービスも行っている常勤の従

業者を２名以上配置すること。 

③ 「訪問サービスの提供回数」は、歴月ごとに１回の訪問を１回のサービス提供とし

て算定すること。（看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られ

ないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、訪問サー

ビスの回数に含めて差し支えありません。また、訪問サービスには訪問看護サービス

も含まれます。） 
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（問１６５） 

訪問体制強化加算について、訪問サービスを担当する常勤の従業者を２名以上配置

することとされているが、当該事業所の営業日・営業時間において常に満たすことが

必要か。 

（答） 

「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、当該事業所において訪問サービスの

提供に当たる者のうち２名以上を常勤の従業者とすることを求めるものであり、当該

事業所の営業日・営業時間において常に訪問を担当する常勤の従業者を２名以上配置

することを求めるものではない。 

（問１６６） 

訪問体制強化加算について、当該月において、訪問サービスの利用が１度も無かっ

た登録者についても、当該加算を算定するのか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

（問１６７） 

訪問体制強化加算の届出をしたが、一月当たりの訪問回数が２００回未満であった

場合、当該月において算定できないということでよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

訪問体制強化加算の算定に係る届出がされている小規模多機能型居宅介護事業所に

ついては、一月当たりの延べ訪問回数が２００回以上となった月において、当該加算

を算定できる。 

なお、算定要件のうち「訪問サービスの提供に当たる常勤の従業者を２名以上配置

していること」を満たしている場合には、一月当たりの訪問回数に応じて、当該体制

届についてあらためて変更・取下、再提出等の手続を求めるものではない。 

（問１６８） 

訪問体制強化加算における「一月当たり延べ訪問回数が２００回以上」とは、当該

事業所の登録者数にかかわらず一月当たり延べ訪問回数が２００回以上必要であると

いうことでよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

（問１６９） 

訪問体制強化加算について、訪問サービスの提供回数には、通いサービスの送迎と

して自宅を訪問する場合も含まれるのか。 

（答） 

「訪問サービスの提供回数」は、「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算

定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１８年３月３１日老計発第０

３３１００５号、老振発第０３３１００５号、老老発第０３３１０１８号、厚生労働

省老健局計画・振興・老人保健課長通知）の５（３）①ロに規定する「サービス提供

が過少である場合の減算」における訪問サービスの算定方法と同様の方法に従って算

定することとしており、具体的には、指定地域密着型サービス指定基準第８７条に規

定する「提供した具体的なサービスの内容等の記録」において、訪問サービスとして
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記録されるものに基づき算定することとなる。 

したがって、通いサービスの送迎として自宅を訪問する場合であっても、介護従業

者が行う身体整容や更衣介助など、当該記録において訪問サービスとして記録される

サービスについては、訪問サービスの提供回数に含まれるものである。 

 

（１５）総合マネジメント体制強化加算 【算定前に届出が必要】 

 （１，０００単位／月） 

 

登録者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域住民との交流や地域活動への参

加を図りつつ、登録者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて「通い・訪

問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供するために、介護支援専門員、看護師、准看護師、介

護職員その他の関係者が日常的に行う調整や情報共有、多様な関係機関や地域住民等との調

整や地域住民等との交流等の取組を評価するものです。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・七十九） 

イ 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門

員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者（保健師、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士）が共同し、看護小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っていること。 

ロ 地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設（※１）に対し、指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所が提供することのできる指定看護小規模多機能型居宅介護の

具体的な内容に関する情報提供（※２）を行っていること。 

ハ 利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図

り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること。 

 

＜解釈通知＞ 

★総合マネジメント体制強化加算について 

 

  ロにおける「その他の関係施設」（※１）とは、介護老人福祉施設、小規模多機能

型居宅介護事業所等の地域密着型サービス事業所又は居宅介護支援事業所をいいま

す。また、「具体的な内容に関する情報提供」（※２）とは、当該指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所が受け入れ可能な利用者の状態及び提供可能な看護サービス

（例えば人工呼吸器を装着した利用者の管理）等に関する情報提供をいいます。 

  

  ロにおける地域の行事や活動は、次のような事例が考えられます。 

（地域の行事や活動の例） 

・ 登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者に関する相談への対応 

・ 登録者が住みなれた地域で生活を継続するために、当該地域における課題を掘り

起こし、地域住民や市町村等とともに解決する取組（行政や地域包括支援センター

が開催する地域での会議への参加、町内会や自治会の活動への参加、認知症や介護

に関する研修の実施等） 

・ 登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登録者となじみの関係が

ある地域住民や商店等との関わり、地域の行事への参加等） 
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【平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）】 

（問１５５） 

総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の状況等に応じて、随時、

関係者（小規模多機能型居宅介護の場合は、介護支援専門員、看護師、准看護師、介

護職員その他の関係者）が共同して個別サービス計画の見直しを行うこととされてい

るが、個別サービス計画の見直しに当たり全ての職種が関わることが必要か。また、

個別サービス計画の見直しが多職種協働により行われたことを、どのように表せばよ

いか。 

（答） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機

能型居宅介護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状態を確認しつつ、一体

的なサービスを適時・適切に提供することが求められている。これらの事業では、利

用者の生活全般に着目し、日頃から主治の医師や看護師、その他の従業者といった多

様な主体との意思疎通を図ることが必要となり、通常の居宅サービスとは異なる「特

有のコスト」を有しているため、総合マネジメント体制強化加算により評価するもの

である。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機

能型居宅介護を提供する事業所における個別サービス計画の見直しは、多職種協働に

より行われるものであるが、その都度全ての職種が関わらなければならないものでは

なく、見直しの内容に応じて、適切に関係者がかかわることで足りるものである。 

また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンスな

どの会議の場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを通じて行

われることも少なくない。通常の業務の中で、主治の医師や看護師、介護職員等の意

見を把握し、これに基づき個別サービス計画の見直しが行われていれば、本加算の算

定要件を満たすものである。なお、加算の要件を満たすことのみを目的として、新た

に多職種協働の会議を設けたり書類を作成することは要しない。 

（問１５６） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の総合マネジメント体制強化加算について、

「病院又は診療所等に対し、日常的に情報提供等を行っている」こととあるが、「日

常的に」とは、具体的にどのような頻度で行われていればよいか。 

（答） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の

状態を確認しつつ、適時・適切にサービスを提供することが求められるサービスであ

り、病院、診療所等に対し、日常的に情報提供等を行うことにより連携を図ること

は、事業を実施する上で必要不可欠である。 

情報提供等の取組は、一定の頻度を定めて評価する性格のものではなく、事業所と

病院、診療所等との間で、必要に応じて適時・適切な連携が図られていれば、当該要

件を満たすものである。 

なお､情報提供等の取組が行われていることは、サービス提供記録や業務日誌等、既

存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目的とし

て、新たに書類を作成することは要しない。 

（問１５７） 

小規模多機能型居宅介護の総合マネジメント体制強化加算について、「地域におけ
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る活動への参加の機会が確保されている」こととあるが、具体的な取組内容や取組頻

度についてどのように考えればよいか。 

（答） 

小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することがで

きるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、サービスを提供することとしている。 

「地域における活動」の具体的な取組内容については、指定地域密着型サービス基

準の解釈通知の５（７）イにおいて、「地域の行事や活動の例」をお示ししている。 

ただし、小規模多機能型居宅介護事業所が、事業所の所在する地域において一定の

理解・評価を得て、地域を支える事業所として存在感を高めていくために必要な取組

は、地域の実情に応じて、様々なものが考えられるため、当該解釈通知に例示する以

外の取組も該当し得る。 

また、地域における活動は、一定の活動の頻度を定めて行う性格のものではなく、

利用者が住み慣れた地域において生活を継続するために何が必要かということについ

て、常に問題意識をもって取り組まれていれば、当該要件を満たすものである。 

なお､地域における活動が行われていることは、そのため､サービス提供記録や業務

日誌等、既存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすこと

を目的として、新たに資料を作成することは要しない。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 
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（１６）褥瘡マネジメント加算 【算定前に届出が必要】 

 （加算（Ⅰ）３単位／月、加算（Ⅱ）１３単位／月） 

 

利用者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、継続的に評価及び管理をした場合に算定

できます。 

＜厚生労働大臣が定める基準＞ （厚労告第９５号・七十一の二） 

●褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）  ３単位／月 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。      

（１）利用者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、利用開始時に評価するとともに、

少なくとも３月に１回、評価を行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の実施に

当たって当該情報等を活用していること。 

（２）（１）の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた利用者ごとに、医師、看護

師、管理栄養士、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥

瘡ケア計画を作成していること。 

（３）利用者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や利用者

ごとの状態について定期的に記録していること。 

（４）（１）の評価に基づき、少なくとも３月に１回、利用者ごとに褥瘡ケア計画を見直してい

ること。 

 

●褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）  １３単位／月 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１）加算（Ⅰ）の（１）から（４）までに掲げる算定要件を満たしていること。 

（２）加算（Ⅰ）（１）の評価の結果、利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた利用

者について、褥瘡の発生がないこと。 

 

＜解釈通知＞ 

★褥瘡マネジメント加算について 

 

① 褥瘡マネジメント加算は、褥瘡管理に係る質の向上を図るため、多職種の共同

により、利用者が褥瘡管理を要する要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成

（Plan）、当該計画に基づく褥瘡管理の実施（Do）、当該実施内容の評価

（Check）とその結果を踏まえた当該計画の見直し（Action）といったサイクル

（以下「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に褥瘡管理に係る質の管

理を行った場合に加算するものです。 

② 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)は、原則として要介護度３以上の利用者全員を対象

として利用者ごとに大臣基準第７１号の２イに掲げる要件を満たした場合に、当

該事業所の要介護度３以上の利用者全員（褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)を算定する

者を除く。）に対して算定できるものとします。 

③ 大臣基準第７１号の２イ（１）の評価は、別紙様式５を用いて、褥瘡の状態及

び褥瘡の発生と関連のあるリスクについて実施してください。 

④ 大臣基準第７１号の２イ（１）の利用開始時の評価は、大臣基準第７１号の２

イ（１）から（４）までの要件に適合しているものとして市町村長に届け出た日

の属する月及び当該月以降の新規利用者については、当該者の利用開始時に評価

を行うこととし、届出の日の属する月の前月において既に利用している者（以下
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「既利用者」という。）については、介護記録等に基づき、利用開始時における

評価を行ってください。 

⑤ 大臣基準第７１号の２イ（１）の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦ

Ｅを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、

「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事

務処理手順及び様式例の提示について」を参照にしてください。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持

向上に資するため、適宜活用されます。 

⑥ 大臣基準第７１号の２イ（２）の褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイ

ドラインを参考にしながら、利用者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職

種が共同して取り組むべき事項や、利用者の状態を考慮した評価を行う間隔等を

検討し、別紙様式５を用いて、作成してください。なお、褥瘡ケア計画に相当す

る内容を居宅サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計

画の作成に代えることができるものとしますが、下線又は枠で囲う等により、他

の記載と区別できるようにしてください。 

⑦ 大臣基準第７１号の２イ（３）において、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施

する際には、褥瘡ケア・マネジメントの対象となる利用者又はその家族に説明

し、その同意を得てください。 

⑧ 大臣基準第７１号の２イ（４）における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計

画に実施上の問題（褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき

事項の見直しの必要性等）があれば直ちに実施してください。その際、ＰＤＣＡ

の推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報及び

フィードバック情報を活用してください。 

⑨ 褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)は、褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)の算定要件を満たす

事業所において、④の評価の結果、利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあると

された利用者について、利用開始日の属する月の翌月以降に別紙様式５を用いて

評価を実施し、当該月に別紙様式５に示す持続する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発

症がない場合に、所定単位数を算定できるものとします。 

ただし、利用開始時に褥瘡があった利用者については、当該褥瘡の治癒後に、

褥瘡の再発がない場合に算定できるものとします。 

⑩ 褥瘡管理に当たっては、事業所ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管

理に係るマニュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましい

です。 
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（１７）排せつ支援加算 【算定前に届出が必要】 

 （加算（Ⅰ）１０単位／月、加算（Ⅱ）１５単位／月、加算（Ⅲ）２０単位／月） 

 

利用者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師等と連携し、継続的に排泄に係る支

援を行った場合に算定できます。 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞ （厚労告第９５号・七十一の三） 

○ 排せつ支援加算（Ⅰ） １０単位／月 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 排せつに介護を要する利用者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医

師と連携した看護師が利用開始時に評価するとともに、少なくとも６月に１回、評価を

行い、その評価結果等を厚生労働省に提出し、排せつ支援に当たって当該情報等を活用

していること。 

（２） （１）の評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる者

について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同して、排せつに介護を要する原因を

分析し、それに基づいた支援計画を作成し、支援を継続して実施していること。 

（３） （１）の評価に基づき、少なくとも３月に１回、利用者ごとに支援計画を見直している

こと。 

 

○ 排せつ支援加算（Ⅱ） １５単位／月 

 加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている事業所において、適切な対応を行うことにより、要介護

状態の軽減が見込まれる者について、利用開始時と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一

方が改善するとともに、いずれにも悪化がない又はおむつ使用ありから使用なしに改善している

こと。 

 

○ 排せつ支援加算（Ⅲ） ２０単位／月 

 加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている事業所において、適切な対応を行うことにより、要介護

状態の軽減が見込まれる者について、利用開始時と比較して、排尿・排便の状態の少なくとも一

方が改善するとともに、いずれにも悪化がないかつ、おむつ使用ありから使用なしに改善してい

ること。 

 

＜解釈通知＞ 

★排せつ支援加算について 

 

① 排せつ支援加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多職種の共同により、

利用者が排せつに介護を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、

当該支援計画に基づく排せつ支援の実施（Do）、当該支援内容の評価（Check）と

その結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下

「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に排せつ支援の質の管理を行っ

た場合に加算するものです。 

② 排せつ支援加算(Ⅰ)は、原則として要介護度３以上の利用者全員を対象として

利用者ごとに大臣基準第７１号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所

の要介護度３以上の利用者全員（排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)を算定する者を除

く。）に対して算定できるものとします。 
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③ 本加算は、全ての利用者について、必要に応じ適切な介護が提供されているこ

とを前提としつつ、さらに特別な支援を行うことにより、利用開始時と比較して

排せつの状態が改善することを評価したものです。 

したがって、例えば、利用開始時において、利用者が尿意・便意を職員へ訴え

ることができるにもかかわらず、職員が適時に排せつを介助できるとは限らない

ことを主たる理由としておむつへの排せつとしていた場合、支援を行って排せつ

の状態を改善させたとしても加算の対象とはなりません。 

④ 大臣基準第７１号の３イ（１）の評価は、別紙様式６を用いて、排尿・排便の

状態及びおむつ使用の有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれらの３

か月後の見込みについて実施します。 

⑤ 大臣基準第７１号の３イ（１）の利用開始時の評価は、大臣基準第７１号の３

イ（１）から（３）までの要件に適合しているものとして市町村長に届け出た日

の属する月及び当該月以降の新規利用者については、当該者の利用開始時に評価

を行うこととし、届出の日の属する月の前月以前から既に利用している者（以下

「既利用者」といいます。）については、介護記録等に基づき、利用開始時にお

ける評価を行うこととします。 

⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開

始前に医師へ報告することとします。また、医師と連携した看護師が④の評価を

行う際、利用者の背景疾患の状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相談す

ることとします。 

⑦ 大臣基準第７１号の３イ（１）の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦ

Ｅを用いて行うこととします。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、

「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事

務処理手順及び様式例の提示について」を参照にしてください。提出された情報

については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するた

め、適宜活用されます。 

ただし、経過措置として、令和３年度中にＬＩＦＥを用いた情報の提出を開始

する予定の事業所については、令和３年度末までに算定月における全ての利用者

に係る評価結果等を提出することを前提とした、評価結果等の提出に係る計画を

策定することで、当該月にＬＩＦＥを用いた情報提出を行っていない場合も、算

定を認めることとします。 

⑧ 大臣基準第７１号の３イ（２）の「排せつに介護を要する利用者」とは、要介

護認定調査の際に用いられる「認定調査員テキスト２００９改訂版（平成３０年

４月改訂）」の方法を用いて、排尿又は排便の状態が、「一部介助」若しくは

「全介助」と評価される者又はおむつを使用している者をいいます。 

⑨ 大臣基準第７１号の３イ（２）の「適切な対応を行うことにより、要介護状態

の軽減が見込まれる」とは、特別な支援を行わなかった場合には、当該排尿若し

くは排便又はおむつ使用にかかる状態の評価が不変又は低下となることが見込ま

れるものの、適切な対応を行った場合には、排尿又は排便の状態の少なくとも一

方が改善又はおむつ使用ありから使用なしに改善すること、あるいは、排尿又は

排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改

善することが見込まれることをいいます。 

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、対象者が

排せつに介護を要する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいて、別紙様
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式６の様式を用いて支援計画を作成します。要因分析及び支援計画の作成に関わ

る職種は、④の評価を行った医師又は看護師、介護支援専門員、及び支援対象の

利用者の特性を把握している介護職員を含むものとし、その他、疾患、使用して

いる薬剤、食生活、生活機能の状態等に応じ薬剤師、管理栄養士、理学療法士、

作業療法士等を適宜加えます。なお、支援計画に相当する内容を居宅サービス計

画の中に記載する場合は、その記載をもって支援計画の作成に代えることができ

るものとしますが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにし

てください。 

⑪ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が取れた計画を、個々

の利用者の特性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とな

らないよう留意してください。また、支援において利用者の尊厳が十分保持され

るよう留意してください。 

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、利用者及びそ

の家族に対し、排せつの状態及び今後の見込み、支援の必要性、要因分析並びに

支援計画の内容、当該支援は利用者及びその家族がこれらの説明を理解した上で

支援の実施を希望する場合に行うものであること、及び支援開始後であってもい

つでも利用者及びその家族の希望に応じて支援計画を中断又は中止できることを

説明し、利用者及びその家族の理解と希望を確認した上で行ってください。 

⑬ 大臣基準第７１号の３イ（３）における支援計画の見直しは、支援計画に実施

上の問題（排せつ支援計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事

項の見直しの必要性等）があれば直ちに実施してください。 

その際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥ

への提出情報及びフィードバック情報を活用してください。 

⑭ 排せつ支援加算(Ⅱ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす事業所におい

て、利用開始時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、か

つ、いずれにも悪化がない場合又はおむつ使用ありから使用なしに改善した場合

に、算定できることとします。 

⑮ 排せつ支援加算(Ⅲ)は、排せつ支援加算(Ⅰ)の算定要件を満たす施設におい

て、施設入所時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、い

ずれにも悪化がなく、かつ、おむつ使用ありから使用なしに改善した場合に、算

定できることとします。 

⑯ 他の事業所が提供する排せつ支援に係るリハビリテーションを併用している利

用者に対して、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が当該他の事業所と連携

して排せつ支援を行っていない場合は、当該利用者を排せつ支援加算(Ⅱ)又は

(Ⅲ)の対象に含めることはできません。 
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【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．３ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９５２（令

和３年３月２６日】 

〇排せつ支援加算(Ⅰ)について 

（問１０１） 

排せつ状態が自立している入所者又は排せつ状態の改善が期待できない入所者

についても算定が可能なのか。 

（答） 

  排せつ支援加算(Ⅰ)は、事業所単位の加算であり、入所者全員について排せつ

状態の評価を行い、ＬＩＦＥを用いて情報の提出を行う等の算定要件を満たして

いれば、入所者全員が算定可能である。 

〇排せつ支援加算(Ⅱ)・(Ⅲ)について 

（問１０２） 

排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、リハビリパンツや尿失禁パ   

ッド等の使用は、おむつの使用に含まれるのか。 

（答） 

  使用目的によっても異なるが、リハビリパンツの中や尿失禁パッドを用いた排

せつを前提としている場合は、おむつに該当する。 

（問１０３） 

排せつ支援加算(Ⅱ)又は(Ⅲ)の算定要件について、終日おむつを使用していた  

入所者が、夜間のみのおむつ使用となった場合は、排せつ状態の改善と評価して

差し支えないか。 

（答） 

  おむつの使用がなくなった場合に、排せつ状態の改善と評価するものであり、

おむつの使用が終日から夜間のみになったとしても、算定要件を満たすものでは

ない。 
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（１８）科学的介護推進体制加算 【算定前に届出が必要】 

 （４０単位／月） 

 

以下のいずれの要件も満たす場合に、加算を算定できます。 

ア 利用者ごとの、ＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の心身の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

イ 必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サ

ービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

 

＜解釈通知＞ 

★科学的介護推進体制加算について 

 

①科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに

上記ア、イに掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算

定できるものです。 

②情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととします。ＬＩＦＥへの提出

情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算

に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照に

してください。 

③事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画

（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサ

イクル）により、質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更

なる向上に努めることが重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求め

られます。したがって、情報を厚生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対

象とはなりません。 

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供  

    するためのサービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援 

    や重度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同し 

    て、事業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体とし 

    て、サービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向

上に資するため、適宜活用されます。 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．３ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９５２（令

和３年３月２６日】 

○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支

援加算、栄養マネジメント強化加算について 

 

（問１６） 

要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出するこ

と」とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。 
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（答） 

 ・やむを得ない場合とは、例えば、通所サービスの利用者について、情報を提出

すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予定であったが、緊急で月初に

入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかった場合や、

データを入力したにも関わらず、システムトラブル等により提出ができなかっ

た場合等、利用者単位で情報の提出ができなかった場合がある。 

・また、提出する情報についても、例えば、全身状態が急速に悪化した入所者に

ついて、必須項目である体重等が測定できず、一部の情報しか提出できなかっ

た場合等であっても、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定

することは可能である。 

・ただし、情報の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく

必要がある。 

（問１７）ＬＩＦＥに提出する情報に、利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個

人情報が含まれるが、情報の提出に当たって、利用者の同意は必要か。 

（答）ＬＩＦＥの利用者登録の際に、氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入 

力いただくが、ＬＩＦＥのシステムにはその一部を匿名化した情報が送られるた 

め、個人情報を収集するものではない。そのため、加算の算定に係る同意は必要 

ではあるものの、情報の提出自体については、利用者の同意は必要ない。  

 

（問１８）加算を算定しようと考えているが、例えば入所者のうち１人だけでも加算

の算定に係る同意が取れない場合には算定できないのか。 

（答）加算の算定に係る同意が得られない利用者又は入所者がいる場合であっても、

当該者を含む原則全ての利用者又は入所者に係る情報を提出すれば、加算の算定

に係る同意が得られた利用者又は入所者について算定が可能である。 

 

【令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡＶoｌ．１０ 介護保険最新情報Ｖoｌ．９９１

（令和３年６月９日】 

○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支

援加算について 

（問２） 

サービス利用中に入院等の事由により、一定期間サービス利用がなかった場合に 

ついて、加算の要件である情報提出の取扱い如何。 

（答） 

・これらの加算については、算定要件として、サービスの利用を開始した日の属す

る月や、サービスの提供を終了する日の属する月の翌月１０日までに、ＬＩＦＥ

への情報提出を行っていただくこととしている。 

・当該サービスの再開や当該施設への再入所を前提とした、短期間の入院等による

３０日未満のサービス利用の中断については、当該中断の後、当該サービスの利

用を再開した場合は、加算の算定要件であるサービス利用終了時やサービス利用

開始時の情報提出は必要ないものとして差し支えない。 

・一方、長期間の入院等により、３０日以上、当該サービスの利用がない場合は、

加算の算定要件であるサービス利用終了時の情報提出が必要であるとともに、そ

の後、当該サービスの利用を再開した場合は、加算の算定要件であるサービス利

用開始時の情報提出が必要となる。 
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※ サービス利用開始時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加算、自立支

援促進加算、褥瘡マネジメント加算、排せつ支援加算 

※ サービス利用終了時に情報提出が必要な加算：科学的介護推進体制加算 

 

（１９）サービス提供体制強化加算 【算定前に届出が必要】 

 単位数は下表参照 

 

厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け出た看護小規模多機能型居宅介護事

業所が、登録者に対し、看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、次に掲げる所定単位数を加算します。 

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算

は算定できません。 

 

加算区分 
看護小規模多機能型

居宅介護費 
短期利用居宅介護費 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ７５０単位／月 ２５単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) ６４０単位／月 ２１単位／日 

サービス提供体制強化加算(Ⅲ) ３５０単位／月 １２単位／日 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・八十） 

① サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

 次のいずれかに該当すること。 

・ 事業所の看護師または准看護師を除く介護従業者の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

７０％以上であること。 

・ 事業所の看護師または准看護師を除く介護従業者の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護

福祉士の占める割合が２５％以上であること。 

 

② サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

事業所の看護師または准看護師を除く介護従業者の総数のうち、介護福祉士の占める割合が５

０％以上であること。 

 

③ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

 次のいずれかに該当すること。 

・ 事業所の看護師または准看護師を除く介護従業者の総数のうち、介護福祉士の占める割合が

４０％以上であること。 

・ 事業所の介護従業者の総数のうち、常勤職員の占める割合が６０％以上であること。 

・ 事業所の介護従業者の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が３０％以上である

こと。 

 

（１）～（３）共通 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

○ 全ての介護従業者に対し、従業者ごとに研修計画を作成し、研修(外部における研修を含

む。)を実施又は実施することを予定していること。 

○ 利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項の伝達または従業者の技術指導を

目的とした会議を定期的に開催していること。 
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○ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

＜解釈通知＞ 

★サービス提供体制強化加算について 

① 研修について 

看護小規模多機能型居宅介護従業者ごとの研修計画については、当該事業所におけ

るサービス従事者の資質向上のための研修内容と当該研修実施のための勤務体制の確

保を定めるとともに、看護小規模多機能型居宅介護従事者について個別具体的な研修

の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければなりません。 

② 会議の開催について 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は看護

小規模多機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所の看

護小規模多機能型居宅介護従業者の全てが参加するものでなければなりません。な

お、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグルー

プ別に分かれて開催することができます。また、会議の開催状況については、その概

要を記録しなければなりません。なお、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開

催されている必要があります。 

また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとします。この

際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守してください。 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは少なくと

も、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければなりません。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家庭環境 

・前回のサービス提供時の状況 

・その他サービス提供に当たって必要な事項 

③ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除

く。）の平均を用いてください。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新

たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の

前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いてください。したがって、

新たに事業を開始し、又は再開した事業所については４月目以降届出が可能となりま

す。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得又は研修の課程

を修了している者とします。 

④ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職

員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければなりません。なお、その

割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直

ちに加算の取り下げの届出を提出しなければなりません。 

⑤ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものです。 

⑥ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人等の

経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者
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【平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖoｌ．１) （平成２１年３月２３日）】 

（問２） 

特定事業所加算及びサービス提供体制強化加算における介護福祉士又は介護職員基礎

研修課程修了者若しくは一級課程修了者とは、各月の前月の末日時点で資格を取得して

いる者とされているが、その具体的取扱いについて示されたい。 

（答） 

要件における介護福祉士等の取扱いについては、登録又は修了証明書の交付まで求め

るものではなく、例えば介護福祉士については、平成２１年３月３１日に介護福祉士国

家試験の合格又は養成校の卒業を確認し、翌月以降に登録をした者については、平成２

１年４月において介護福祉士として含めることができる。また、研修については、全カ

リキュラムを修了していれば、修了証明書の交付を待たずに研修修了者として含めるこ

とが可能である。  

なお、この場合において、事業者は当該資格取得等見込み者の、試験合格等の事実を

試験センターのホームページ等で受験票と突合する等して確認し、当該職員に対し速や

かな登録等を促すとともに、登録又は修了の事実を確認するべきものであること。 

（問５） 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業

種（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事

業の承継時にも通算できるのか。また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同

士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を

行う職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所

の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更が

ないなど、事業所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を

通算することができる。ただし、グループ法人については、たとえ理事長等が同じであ

ったとしても、通算はできない。 

（問６） 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含

めることができる。 

（問１０） 

「届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」

こととされている平成２１年度の１年間及び平成２２年度以降の前年度の実績が６月に

満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱うか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第３６号等において

以下のように規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算

定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。な

に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとします。 
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お、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行

わないものとする。」 

具体的には、平成２１年４月に算定するためには、平成２０年１２月から平成２１年

２月までの実績に基づいて３月に届出を行うが、その後平成２１年１月から３月までの

実績が基準を下回っていた場合は、その事実が発生した日から加算の算定は行わないこ

ととなるため、平成２１年４月分の算定はできない取扱いとなる。 

 

【平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖoｌ．２） 平成２７年４月３０日】 

（問６３） 

サービス提供体制強化加算の新区分の取得に当たって、職員の割合については、これ

までと同様に、１年以上の運営実績がある場合、常勤換算方法により算出した前年度の

平均(３月分を除く。)をもって、運営実績が６月に満たない事業所(新たに事業を開始し

た事業所又は事業を再開した事業所)の場合は、４月目以降に、前３月分の実績をもって

取得可能となるということでいいのか。 

（答） 

 貴見のとおり。 

なお、これまでと同様に、運営実績が６月に満たない揚合の届出にあっては、届出を

行った月以降においても、毎月所定の割合を維持しなければならず、その割合について

は毎月記録する必要がある。 

 （問６４） 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロは同時に取得す

ることは可能か。不可である場合は、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イを取得していた

事業所が、実地指導等によって、介護福祉士の割合が６０％※を下回っていたことが判

明した揚合は、全額返還となるのか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イとサービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロを同時に取得す

ることはできない。 

また、実地指導等によって、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たさな

いことが判明した場合、都道府県知事等は、支給された加算の一部又は全部を返還させ

ることが可能となっている。 

なお、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの算定要件を満たしていないが、サービス提

供体制強化加算(Ⅰ)ロの算定要件を満たしている場合には、後者の加算を取得するため

の届出が可能であり、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イの返還等と併せて、後者の加算

を取得するための届出を行うことが可能である。 

※ 全サービス共通のＱ＆Ａであるため、看護小規模多機能型居宅介護は「５０％」と読み替え

る。 
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（２０）処遇改善加算等 【算定前に届出が必要】 

  ・介護職員処遇改善加算       

  ・介護職員等特定処遇改善加算    

  ・介護職員等ベースアップ等支援加算 

 

 厚生労働大臣が定める基準に適合した介護職員の賃金について、改善等を実施しているこ

とを条件にして市長へ届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定

小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月３１

日までの間、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準に定められた単

位数を所定単位数に加算します。 

 なお、介護職員処遇改善加算等は区分支給限度基準額の算定対象外です。 

 

〇算定に係る要件の詳細は、「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算

及び介護職員等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順

及び様式例の提示について」を御確認ください。 

 

※介護職員処遇改善加算等に関する通知、Ｑ＆Ａ等は市ウェブサイトに掲載していますの

で御確認ください。 

（掲載場所）座間市ホームページ（http://www.city.zama.kanagawa.jp） 

トップページ > 健康・福祉・医療 > 介護保険 > 介護事業者向け情報 > 全サービス共通  

>「介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援

加算」 

 

ポイント 

 

  

○年度ごとに、計画書の提出、実績の報告が必要です。 

〇ベースアップ等支援加算について、賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決

まって毎月支払われる手当の引上げに充てることが必要です。 

〇処遇改善に要する費用の見込額など、計画の内容を全ての職員に周知することが必要で

す。 

〇年度の途中に介護職員処遇改善加算等の算定を取下げた場合や、事業所を廃止した場合

は、当該加算の最終支払い日の翌々月の末日までに、実績の報告が必要です。 

 

http://www.city.zama.kanagawa.jp/
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３ 減算  

 

（１）定員超過  

 所定単位数の７０／１００ 

 

登録者が当該事業所の登録定員を上回る場合には、その翌月から定員超過利用が解消されるに

至った月の分まで、利用者全員について減算となります。 

 

※ 登録者数の確認方法 

 登録者数は、１か月間（暦月）の登録者数の平均を用います。 

 この場合、１か月間の利用者の数の平均は、当該月の全登録者の延べ人数（１日ごとの登録者

数を合計した数）を、当該月の日数で除した数となります。（少数点以下切り上げ） 

 

（２）介護支援専門員に関する減算  

 所定単位数の７０／１００ 

 

次の場合、その翌々月から人員基準欠如が解消された月の分まで、利用者全員について減算と

なります(ただし、翌月の末日において人員基準を満たす場合は除く。)。 

① 介護支援専門員が必要な研修を修了していない揚合 

② 介護支援専門員を配置していない揚合 

 

【指定認知症対応型共同生活介護等の減算に関するＱ＆Ａ（平成１８年５月２５日）】  

（問） 

認知症対応型共同生活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型

居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護について、計画作成担当者や介護支援

専門員が必要な研修を修了していない場合や介護支援専門員を配置していない場合の

減算（所定単位数の１００分の７０）に対応するサービスコード等がないようだが、

どのように減算の届出や請求を行ったらよいのか。 

（答） 

１ 認知症対応型共同生活介護や小規模多機能型居宅介護等について、計画作成担当

者や介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合や介護支援専門員が必要な

研修を修了していない場合や介護支援専門員を配置していない場合など減算対象と

なる場合の①減算の届出に係る記載②請求に係るサービスコードについては、以下

のとおり取り扱うこととする。 

＜介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表＞ 

①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 

・「職員の欠員による減算の状況」欄の「３ 介護職員」に○印をつける。 

②認知症対応型共同生活介護（短期利用型含む）及び介護予防認知症対応型共同生

活介護の場合 

・「職員の欠員による減算の状況」欄の「２ 介護従業者」に○印をつける。 

＜介護給付費単位数等サービスコード表＞ 

①小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護の場合 

・「算定項目」欄の「介護・看護職員が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービ

スコードを使用する。 
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②認知症対応型共同生活介護（短期利用型を含む）及び介護予防認知症対応型共同

生活介護の場合 

・「算定項目」欄の「介護従業者が欠員の場合×７０％」欄に対応するサービスコ

ードを使用する。 

※ なお、「厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基

準並びに通所介護費等の算定方法」（平成１２年厚生省告示第２７号）等の告示

における職員の欠員による減算の規定が不明確との指摘があったことから、官報

の一部訂正により対応することとしている。 

２ 小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員については、登録者についての

小規模多機能型居宅介護以外の居宅サービスを含めた「ケアプラン」の作成や、当

該居宅サービスを含めた「給付管理票」の作成・国保連への提出など、居宅介護支

援事業所の介護支援専門員が通常行っている業務を行う必要があることから、欠員

が生じた場合には、減算にならなくとも、速やかに配置するようにすること。 

なお、月の末日に小規模多機能型居宅介護事業所に介護支援専門員が配置されて

いない場合は、小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に係る給付管理票の「担当

介護支援専門員番号」欄は「９９９９９９９９」と記載すること。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 

 

【指定認知症対応型共同生活介護の計画作成担当者の欠員等に係る減算に関するＱ＆Ａ

（平成１８年６月８日）】  

（問） 

認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者及び小規模多機能型居宅

介護事業所における介護支援専門員が必要な研修を修了していない場合の減算（所定

単位数の１００分の７０を算定）について、職員の突然の離職等により研修修了要件

を満たさなくなった場合、必要な研修は年間３，４回程度しか実施されていないにも

かかわらず、研修が開催されるまでの間は減算の適用を受けることになるのか。保険

者の判断により、研修の申込を行っている場合は減算対象としないといった取扱いを

することは可能か。 

（答） 

減算の取扱いについて 

１ 認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者等が必要な研修を修了

していない場合の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消さ

れるに至った月まで、利用者全員について減算されるが、翌月の末日において人員

基準を満たしていれば減算されないこととなっている。 

２ 職員の離職等により、新たに計画作成担当者等を配置した場合であっても、研修

修了要件を満たしていないときは、原則として、研修の開催状況にかかわらず、減

算の対象となる。 

３ しかしながら、都道府県における研修の開催状況等を踏まえ、職員の離職等の

後、新たに計画作成担当者等を配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県

に研修の申込を行い、当該計画作成担当者等が研修を修了することが確実に見込ま

れる場合は、当該研修を修了するまでの間は減算対象としないこととする。※ 

４ なお、受講予定の研修を修了しなかった場合においては、通常の減算の算定方法

に基づき、（人員基準欠如が発生した翌々月から）減算を行うこととする。 

※ 座間市独自の対応として、減算対象としない場合には、研修を確実に修了することの誓
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約書を提出してもらっています。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においても参考にしてください。 

 

（３）介護従業者の人員基準欠如  

 所定単位数の７０／１００ 

 

① 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合は、その翌月から人員基準欠如

が解消するに至った月の分まで、利用者全員について減算となります。 

② １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消するに至った月の分

まで、利用者全員について減算となります(ただし、翌月の末日において人員基準を満たして

いる場合は除く)。 

 

（４）看護師・准看護師の人員基準欠如  

 所定単位数の７０／１００ 

 

人員基準欠如開始月の翌々月から解消月まで利用者全員について減算となります(翌月の末日

において人員基準を満たしている場合は除く)。 

 

（５）夜勤・宿直職員の人員基準欠如  

 所定単位数の７０／１００ 

 

ある月(１日から月末)において、次のとおり人員基準を満たしていない場合、その翌月は、利

用者全員について減算となります。 

① ２日以上連続して基準を満たさない場合 

② 基準を満たさない日が４日以上ある場合 

 

（６）サービス提供が過少である場合の減算  

 所定単位数の７０／１００ 

 

事業所の登録者（短期利用居宅介護費を算定する者を除く。）１人当たりの平均サービス提供

回数が週４回に満たない場合、当該月は利用者全員について減算されます。 

 

＜留意点＞ 

① 「登録者１人当たり平均回数」は、歴月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算定した

サービス提供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも

のに、７を乗ずることによって算定するものとします。 

なお、介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、小規模多機能型

居宅介護の事業と介護予防小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所における小規模多機能型居宅介護及び介護予防小

規模多機能型居宅介護のサービス提供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予

防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計算を行うこと。 

イ 通いサービス 

１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては、複数回の算定を可能と

します。 

ロ 訪問サービス 
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１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。 

なお、小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問

して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えありませ

ん。 

また、訪問サービスには訪問看護サービスも含まれます。 

ハ 宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。ただし、通いサービスに引き続

いて宿泊サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。 

② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、利用開始日の前日以前又は利

用終了日の翌日以降の日数については、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録

者が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）についても同様の取扱いとします。 

③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には、事業所に対し適切な

サービスの提供を指導するものとします。 

 

【平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Ｖoｌ．１)（平成２１年３月２３日）】  

（問１２７） 

サービス提供が過小である場合の減算の取扱いについて、電話による見守りをサー

ビス提供回数に含めることは可能か。 

（答） 

利用者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合は、サービス提供回数に

含めることは可能であるが、電話による見守りはサービス提供回数に含めることはで

きない。 

 

（７）訪問看護体制減算  

 

 厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市町村長に届け出た指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所については、次の単位数が減算となります。 

 

要介護１～３である者 ９２５単位／月 

要介護４である者 １８５０単位／月 

要介護５である者 ２９１４単位／月 

 

＜厚生労働大臣が定める基準＞（厚労告第９５号・七十五） 

イ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、主治の医師の指示に基づく看護サービスを提供した利用者（短期

利用を除く）※の占める割合が１００分の３０未満である。 

ロ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者※の占める割合が１００分

の３０未満である。 

ハ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所におけ

る利用者の総数のうち、特別管理加算を算定した利用者の割合※が１００分の５未満であ

る。 
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（８）医療保険の訪問看護を行う場合の減算  

 

① 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等の患者について訪問看護を行う場合 

指定看護小規模多機能型居宅介護を利用しようとする者の主治の医師が、当該者が末期の

悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等により訪問看護を行う必要がある旨の指示

を行った場合は、次の単位数が減算となります。 

 

要介護１～３である者 ９２５単位／月 

要介護４である者 １８５０単位／月 

要介護５である者 ２９１４単位／月 

 

＜厚生労働大臣が定める疾病等＞（厚労告第９４号五十一（四に規定する疾病等）） 

多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチン

トン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮

質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であ

＜解釈通知＞ 

★訪問看護体制減算について 

 

 ① 大臣基準告示第７５号イの基準における利用者の割合については、以下のア 

  に掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割 

  合を算出してください。 

  ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、主治の医師の指示に基 

    づく看護サービスを提供した実利用者数 

  イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

 ② 大臣基準告示第７５号ロの基準における利用者の割合については、以下のア 

  に掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割 

  合を算出してください。 

  ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における緊急時訪問看護加算を算 

    定した実利用者数 

  イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

 ③ 大臣基準告示第７５号ハの基準における利用者の割合については、以下のア 

  に掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割 

  合を算出してください。 

  ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における特別管理加算を算定した 

    実利用者数 

  イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

 ④ ①から③までに規定する実利用者数は、前３月間において、当該事業所が提 

  供する看護サービスを２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以 

  上算定した者であっても、１として数えます。そのため、①から③までに規 

  定する割合の算出において、利用者には、当該指定看護小規模多機能型居宅介 

  護事業所を現に利用していない者も含むことに留意してください。 

   また、算定日が属する月の前３月間において複合型サービス費のうち短期利 

  用居宅介護費のみを算定した者を含みません。 
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って生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒

質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、

亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副賢白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄

性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸椎損傷及び人工呼吸

器を使用している状態。 

 

② 急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う場合 

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を利用しようとする者の主治の医師（介護老人保

健施設及び介護医療院を除く）が、当該者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行

う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、当該指示の日数に、次の単位数が減算となり

ます。 

 

要介護１～３である者 ３０単位／月 

要介護４である者 ６０単位／月 

要介護５である者 ９５単位／月 

 

 

  

＜解釈通知＞ 

★看護サービスの指示の有効期間について 

  看護サービスは主治の医師による指示若しくは主治の医師の判断に基づいて交付  

された指示書の有効期間内に行ってください。 

 

★医療保険の訪問看護を行う場合の減算について 

①末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（利用者告示〔第５１号にお  

 いて準用する〕第４号を参照のこと。）の患者について、医療保険の給付の対象 

 となる訪問看護を行う場合には、所定単位数から減算します。 

②前記①の場合、月途中から医療保険の給付の対象となる場合又は月途中から医療 

 保険の給付の対象外となる場合には、医療保険の給付の対象となる期間に応じて 

 単位数を減算します。なお、医療保険の給付の対象となる期間については、主治 

 の医師による指示に基づくものとします。 

③利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指 

 示又は特別指示書の交付があった場合は、交付の日から１４日間を限度として医 

 療保険の訪問看護の給付対象となるものであり、当該月における当該特別指示の 

 日数に応じて減算します。 

④前記③の場合の医療機関における特別指示については、頻回の訪問看護が必要な 

 理由、その期間等については、診療録に記載しなければなりません。 
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Ⅳ 小規模多機能型居宅介護運営における留意事項 

 

１ 自己評価と外部評価の実施 

 

平成２７年度の制度改正により、指定小規模多機能型居宅介護事業所においては従来の外部評

価機関による外部評価は不要となり、代わりに、１年に１回以上、サービスの改善及び質の向上

を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行うととも

に、当該自己評価結果について、運営推進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部

評価）を行うことが義務付けられました。 

 

小規模多機能型居宅介護のサービス評価について、次のサイトに実施ガイドや様式等が掲載さ

れているので、参考にしてください。 

http://www.shoukibo.net/2015service_assessment/index.html 

 

（１）自己評価について 

１ 事業所の全ての従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、その上で、他

の従業者の振り返り結果を当該事業所の従業者が相互に確認しながら、現状の課題や質の向上

に向けて必要となる取組等について話し合いを行うことにより、事業所として提供するサービ

スについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につなげていくことを

目指すものです。 

２ したがって、小規模多機能型居宅介護における自己評価は、事業所の全ての従業者が自ら提

供するサービス内容についての振り返りとして行う自己評価（スタッフ個別評価）と、従業者

が相互に事業所が提供するサービス内容について振り返りとして行う自己評価（事業所自己評

価）により構成されます。 

① スタッフ個別評価 

・ 利用者へのサービス提供を行う個々の従業者が、これまでの取組やかかわりについて個人で

振り返るものです。 

・ 原則として、地域密着型サービス基準により配置が義務づけられている全ての従業者が行う

ことが望ましいですが、やむを得ない事情によりスタッフ個別評価を行うことできなかった従

業者があった場合に、直ちに地域密着型サービス指定基準に規定する評価の要件を満たさない

こととなるものではありません。 

② 事業所自己評価 

・ 各自が取り組んだスタッフ個別評価を持ち寄り、管理者、計画作成担当者、看護職員、介護

職員等が参加する事業所全体のミーティングにより、それぞれの考え方や取組状況に関する認

識の違いなどを話し合う過程を通じて、事業所全体の振り返りを行うものです。 

・ 管理者や計画作成担当者が単独で作成するものではなく、複数の従事者が参加するミーティ

ングをもとに作成することとし、スタッフ個別評価を行った従業者は、可能な限り参加に努め

ること。 

 

（２）運営推進会議における評価について 

１ 運営推進会議における評価は、事業所自己評価で取りまとめた当該事業所で提供されている

サービスの内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、利用者、市町村職員、地域

住民等が第三者の観点からの意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サー

ビスの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で当該事業所が果たすべき役割を明らかに

していくことを目指すものです。 
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２ 運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援センター職員、サ

ービスや評価について知見を有し公正・中立な第三者（事業者団体関係者、学識経験者、外部

評価調査員研修修了者等）の立場にある者の参加が必要です。 

これらの者について、やむを得ない事情により、運営推進会議への出席が困難な場合であっ

ても、事前に資料を送付し得た意見を運営推進会議に報告する等により、一定の関与を確保し

てください。 

 → ◆Ｐ．４７ページ「(３７)地域との連携等」参照  

 

（３）様式等について 

１ 自己評価及び運営推進会議等を活用した評価は、当該事業所を設置・運営する法人の代表者

の責任の下に、管理者が従事者と協議して実施することとします。 

２ 自己評価及び運営推進会議等を活用した評価は、サービスの改善及び質の向上に資する適切

な手法により行うものとします。 

なお、評価に係る項目の参考例については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準第３条の３７第１項に定める介護・医療連携推進会議、第８５条第１項

（第１８２条第１項において準用する場合を含む）に規定する運営推進会議を活用した評価の

実施等について」（平成２７年３月２７日付老振発第０３２７第４号）の別紙２に示されてい

ます。 

 

（４）結果の公表について 

１ 運営推進会議等を活用した評価の結果は、公表しなければなりません。 

なお、（３）に掲げる評価項目の参考例に基づき評価を行う場合には、指定小規模多機能型

居宅介護事業者については別紙２－２及び別紙２－４を公表すること。 

２ 運営推進会議等を活用した評価の結果は、利用者及びその家族に対して手交※若しくは送付

するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情報公表システムへの

掲載、法人のホームページへの掲載又は事業所内の見やすい場所への掲示などの方法により公

表すること。 

３ 事業所が所在する市町村は、サービスの利用希望者の選択に資するため、運営推進会議等を

活用した評価の結果について、市町村の窓口や管内の地域包括支援センターの窓口における閲

覧しやすい場所に掲示するよう努めること。 

 

※手交…手渡すこと。 
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２ 転入後の利用について 

 

原則として座間市への転入後３か月間は、（介護予防）小規模多機能型居宅介護の利用をお断

りしています。 

ただし、対象者が転入後すぐにサービスの利用を希望された場合は、次の流れでご対応くださ

い。 

 

（１） 事業所は、利用希望者の状況やサービスの必要性を確認する。（当該サービスの利用が

最も適切であるか検討する） 

（２） 事業所は、定員に空きがない、又は、利用待機者が発生している場合はサービスを利用

できないこと、及び、他の事業所やサービスという選択肢もあることを説明する。 

（３） 事業所は、利用希望者から聴取した情報を基に受け入れの可否を検討する。 

（４） 事業所は、座間市に相談し、利用希望者の受け入れを希望する場合は、利用相談書（様

式１）に必要事項を記入し、座間市に提出する。 
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様式１ 

利 用 相 談 書 

                                  年  月  日 

（宛先）座間市長 

 

                          所在地 

                          申請者 

                          名 称           印 

 

次のとおり、転入に際して当事業所の利用を希望する者がいますので、届け出ます。 

 

利用を希望する事業所 

 

利用を希望 

する事業所 

事業所の名称  

介護保険事業所番号  

事業所の所在地  

サービスの種類  

担 当 者 職名・名前 職名  名前  

連 絡 先  

施設空き人数 利用定員    人 今の空き人数      人 待機人数     人 

 

利用希望対象者 

対 象 者 名  フ リ ガ ナ  

対象者生年月日       年    月  日 年 齢                       歳 

要 介 護 度  被保険者番号  

認定有効期間    年  月  日  から     年  月  日  まで 

転入前住所  

転入後住所  

現在いるところ  

利用中のサービス  

座間市の居住歴  

転入前保険者名  転入（予定）日  

利用開始希望日  利用予定期間  

 

 

家族構成 

該当するものに○ ①親族等の有無（ 有 ・ 無 ） ②同居の有無（ 有 ・ 無 ・ 日中

独居 ） 

座間市の居住歴  

詳 細 
 

 

 

キーパーソン（利用希望者の親族等） 

名 前  フ リ ガ ナ  

本人との関係  連 絡 先  

住 所  

 

利用希望の経緯・理由（具体的かつ分かりやすく記載してください） 
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特記事項 

 

 

 

 

利用相談書の記載事項に相違がないことを確認した上で、上記のとおり、貴市が指定する（介

護予防）地域密着型サービス事業所の利用を希望します。 

                                年  月  日 

 

                 （利用者） 氏名              印 

 

                 （代理人） 氏名              印 
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○地域密着型サービス利用中の住所変更について 

サービス利用中に「他市町村の家族のもとへの転居」や「他市町村の施設等への入所」等、何

らかの理由により住民票を座間市外に異動した場合は、サービスの利用（保険給付）ができなく

なってしまいます。利用者の家族が、事業所に確認しないまま住民票を異動させてしまう例もあ

りますので、十分に説明し、注意するようにしてください。 
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